2016年11月19日～21日
11・19国会行動、自衛隊南スーダンに派兵、南スーダン、ソマリア、オスプレイ、日豪ＡＣＳＡ、野党共闘、政局、社説
「戦地に行くな」と抗議の声＝新任務反対、国会周辺で集会－東京


「駆け付け警護」が付与された陸上自衛隊の南スーダン派遣に反対し、声を上げる人たち＝１９日午後、東京・永田町
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、武器使用の範囲を拡大した「駆け付け警護」の任務が初めて付与された陸上自衛隊の派遣を翌日に控えた１９日、東京・永田町の国会周辺では、派遣に反対する市民団体などが抗議集会を開いた。
　集会には約３８００人（主催者発表）が参加。「自衛隊は戦地に行くな」と書いた横断幕を掲げ、「南スーダン派遣反対」などと声を張り上げた。（時事通信2016/11/19-19:22）
＜南スーダンＰＫＯ＞「派遣中止を」青森で集会
河北新報2016年11月20日日曜日
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国会周辺で抗議の声を上げる人たち＝１９日午後
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される自衛隊部隊の壮行会が開かれた１９日、国会議事堂周辺や部隊がある青森市では市民団体が集会を開き、「危険な任務」「派遣中止を」などと抗議の声を上げた。
　衆院第２議員会館前には約３８００人が集まり、「駆け付け警護は絶対反対」などとシュプレヒコールを繰り返した。
　米国の退役軍人らで作る平和団体「ベテランズ・フォー・ピース」メンバーのローリー・ファニングさん（３９）は、日本がＰＫＯに派遣する相手国が増えるとし「アメリカのような国になってしまうのでは。日本人はもっと憲法９条を大切にするべきだ」と呼び掛けた。
　派遣部隊の壮行会が開かれた青森市の青森駅前でも、市民ら約２０人が集まり「自衛隊を南スーダンに派遣するな」などと声を上げた。青森県九条の会の谷崎嘉治共同代表は「青森の自衛隊は殺し殺される危険な任務を付与され、南スーダンに送られようとしている。派遣を何としても止めたい」と訴えた。
しんぶん赤旗2016年11月20日(日)

南スーダンに送るな　新任務反対　市民・野党議員ら　次々訴え　戦争法廃止求め３８００人　国会前

　南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）に派兵する第１１次派遣隊の壮行式が行われた１９日、戦争法の廃止を求める「１９日行動」が各地で行われました。総がかり行動実行委員会が主催した衆院第２議員会館前での行動には３８００人（主催者発表）が参加。「駆け付け警護」などの新任務が付与された自衛隊を南スーダンに送るな、と声をあげました。
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（写真）「南スーダンへの派兵反対」「戦争法廃止」と抗議する人たち＝19日、衆院第２議員会館前


　この日の行動では、「南スーダンは和平合意も崩壊し、ＰＫＯ５原則も崩壊している。派遣してはいけない｣と､国会議員、学者、弁護士、ジャーナリスト、米退役軍人、市民団体の代表らがマイクで訴えました。

　「日本国憲法を守ってください」―。米国の退役軍人平和会（ＶＦＰ＝ベテランズ・フォー・ピース）のメンバーがスピーチしました。元陸軍兵士で、アフガニスタン戦争へ従軍したロリー・ファニング氏（３９）は、「敵と味方が入り交じる状況だった。現在の南スーダンと酷似している」と語ります。「平和はとても大事なもの。アメリカのようにならないで」

　「安全保障関連法に反対する学者の会」の広渡清吾氏（東京大学名誉教授）は、戦争法によって「戦後７０年、憲法９条のもとで築き上げた国際的地位が崩壊してしまう」と指摘。「これまでの共闘に確信をもって、安倍政権に代わる政権を展望しよう」と訴えました。

　民進党の初鹿明博衆院議員、社民党の又市征治幹事長、日本共産党の小池晃書記局長、畑野君枝衆院議員、山添拓参院議員が参加しました。

　あいさつした小池氏は、「自衛隊に新たな任務が付与されたことを断固糾弾する。戦争法は廃止しかない」と語り、「総選挙では野党の共闘で自公とその補完勢力を少数派に追い込む。そのためにも、市民のみなさんの後押しが必要です。ご一緒に頑張りましょう」と呼びかけました。

しんぶん赤旗2016年11月21日(月)

全国で「基地強化反対」　Ｆ３５配備　白紙撤回を　山口・岩国　７００人が抗議集会

　戦争法＝安保法制の下、全国で進められる基地の拡充・機能強化に抗して、「基地強化反対」「戦争いらない」と２０日、各地で市民団体などが集会やパレードで抗議の声を上げました。
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（写真）Ｆ35Ｂ配備の「白紙撤回」と書いた紙を掲げる参加者＝20日、山口県岩国市


　このうち山口県岩国市では、米軍の最新鋭ステルス戦闘機Ｆ３５Ｂの米海兵隊岩国基地への配備に反対する市民集会が、市役所前で開かれました。基地強化に反対する一点共闘の地元４団体でつくる実行委員会の主催で、県内外から想定を上回る約７００人が参加。配備の「白紙撤回」を求める紙を一斉に掲げ、抗議しました。

　配備を容認した市と県は、同機が米本土で重大事故を起こしたことで一転、受け入れ判断を留保しています。

　「もう我慢できない際限のない基地強化」と題した集会。市などの対応を「ドタバタ劇だ」と言及した岡村寛実行委員長は、「県や市は米国が言うままの主張を受け入れてきた。住民の方を向いていない政治に対するしっぺ返しだ」と厳しく批判｡｢岩国の声を全国に広げよう」と訴えました。

　協賛した「総がかり行動やまぐち」の岡本博之事務局長は「安保法制と同じ線上で岩国基地の強化が進んでいる」と強調しました。

　基地周辺など党派を超えた議員や低空飛行訓練の爆音、米兵犯罪に脅かされる市民らがリレートークし「開発途上のとても危険な戦闘機だ」「配備ノーだ」などと訴えました。

　日本共産党の大平喜信衆院議員が、「配備反対の一点で共同の輪を広げよう」と呼びかけました。

　集会後、参加者らは繁華街をパレード。市内の女性（６０）は「体を押さえ付けられるような爆音に苦しめられています。新たな戦闘機の配備は困る」と語りました。

しんぶん赤旗2016年11月21日(月)

自衛隊の基地強化反対　行動各地　入間から派兵させぬ　埼玉　拡張ストップ訴え集会
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（写真）「戦争法の発動許すな、入間基地拡張反対」と埼玉県集会に集まった人たち＝２０日、埼玉県入間市


　戦争法の下で航空自衛隊入間基地（埼玉県入間市、狭山市）の拡張・機能強化が進められる中、「安保法制の発動許すな！　入間基地拡張ストップ！　緑の森を守ろう！　１１・２０埼玉県集会」が２０日、入間市の彩の森入間公園で開かれました。３０００人以上の参加者が「戦争いらない」と声を上げました。

　入間基地には、自衛隊の海外展開を見据えた新型輸送機Ｃ２の配備が計画され、隣接する留保地には、海外の戦争で負傷した自衛隊員を治療するための自衛隊病院などの設置が計画されています。

　集会では、呼びかけ人の辻忠男医師、地元の「ストップ入間基地拡張！市民の会」の小川満世(みつとし)共同代表らが訴えました。

　日本共産党の塩川鉄也衆院議員、社民党県連の中島修副幹事長があいさつし、民進党と自由党もメッセージを寄せました。塩川氏は「入間基地から殺し殺される海外の戦場に自衛隊員を送り出さないために、世論と運動を広げましょう」と呼びかけました。

　参院会派「沖縄の風」の伊波洋一参院議員がゲストスピーチし、「沖縄だけでなく、入間でも緑の森をつぶして新たな基地がつくられようとしています。基地強化を許さず、憲法９条と平和を守る意思を示そう」と訴えました。

しんぶん赤旗2016年11月21日(月)

自衛隊の基地強化反対　行動各地　宮古島の子に平和を　沖縄　配備計画撤回求める
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（写真）「自衛隊基地はいらない」とデモ行進する「宮古島平和集会」参加者＝２０日、沖縄県宮古島市


　沖縄県宮古島市への陸上自衛隊配備に反対する「宮古島平和集会」が２０日、同市で開かれました。大雨が降る中、約３００人が参加し、「新たな自衛隊基地建設を許さず、子どもたちに平和な未来を残そう」と配備計画を撤回させる運動をさらに広げていく決意を固めあいました。

　赤嶺政賢、照屋寛徳、玉城デニー、仲里利信各衆院議員と糸数慶子参院議員の「オール沖縄」の国会議員が顔をそろえ、国会でも配備撤回に全力で取り組むと連帯あいさつしました。伊波洋一参院議員は秘書が代理参加。

　赤嶺氏は「政府は配備の口実に中国の脅威をいうが、紛争は話し合いで解決すると憲法で決めたはずだ」と強調しました。

　配備候補地に隣接する福山、千代田、野原の３自治会の代表がそれぞれ「自衛隊基地が建設されれば騒音で生活環境が悪化し、基地被害の苦しみが続く」と反対を表明。県選出の全国会議員あての配備阻止を求める要請文を手渡しました。

　名護市辺野古在住で新基地反対の座り込みを続ける女性（８７）も参加。血の混じった泥水を飲んで生き延びた沖縄戦の体験を語り「子どもたちに自分たちが歩んできた道を二度と歩ませてはならない。軍は住民を守らない。基地を置けば戦争が来る。沖縄のどこにも基地を置いてはいけない」と訴えました。

　配備反対に取り組む各団体も決意表明。集会後、市内をデモ行進しました。

＜駆け付け警護＞青森で派遣中止求め署名提出
河北新報2016年11月16日水曜日
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青森県庁前であった自衛隊南スーダン派遣反対の集会＝１５日
拡大写真
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される陸上自衛隊に新任務付与が決まり、部隊の中心となる第９師団第５普通科連隊（青森市）の派遣中止を求める抗議活動が１５日、青森市内で繰り広げられた。
　県庁前では「憲法を守る青森県民の会」などの約３０人がシュプレヒコールを上げた。金沢茂代表は「国民の声を無視した暴挙だ。明白な憲法違反が現実のものとなった」と非難した。
　「とめよう戦争への道！　百万人署名運動」青森県連絡会はＪＲ青森駅前で派遣中止と自衛隊撤退を求める署名活動を展開。その後青森駐屯地を訪れ、これまでに集めた約２９００人分の署名と申し入れ書を今武克一等陸尉に提出した。
　県連絡会の中道雅史代表は「怒りと切なさを覚える。一部の人たちの思いで隊員を危険にさらすのはおかしい」と強調した。
＜南スーダンＰＫＯ＞先発１３０人　青森出発
河北新報2016年11月21日月曜日
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家族らに見送られ、南スーダンＰＫＯに出発する陸上自衛隊１１次隊の先発隊＝２０日午前８時４０分ごろ、青森空港
　南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、新任務「駆け付け警護」などが付与された陸上自衛隊１１次隊の先発隊約１３０人が２０日、青森空港（青森市）を出発、羽田を経由し成田から民間機で出国した。２１日に首都ジュバに到着する予定。青森空港では隊員の家族や友人ら約２００人が見送った。
　１１次隊は陸自第９師団第５普通科連隊（青森市）を中心とした部隊。先発隊は午前８時半ごろ、家族らとバスで青森空港に到着。家族らが両脇に並ぶ中、田中仁朗（よしろう）隊長を先頭に空港に入った。涙ぐみ、握手やハイタッチで別れを惜しむ家族もいた。
　出発ロビーでは山之上哲郎東北方面総監、納冨中（のうどみみつる）第９師団長や各部隊長が握手などで隊員を激励。家族らは３階の送迎デッキで、隊員が搭乗した旅客機が飛び立つのを見送った。
　３０日には主力１波の約１２０人、１２月１４日に２波約１００人が青森空港から現地に向かう。
　駆け付け警護は武器使用権限を任務遂行目的の警告射撃にも拡大。自衛隊の海外派遣は転換点を迎え、戦闘に巻き込まれるリスクの増加が懸念される。
　南スーダンでは政府軍と反政府勢力間に大規模な衝突が起きるなど、現地情勢は不安定だ。政府は自衛隊の活動をジュバやその周辺に限定し、新任務も治安情勢や他国軍の動向などを見極め、保護の必要な状況が発生すれば実行する。新任務の運用開始は、１０次隊から指揮権が移る来月１２日からになる。
　５月から約半年間、ジュバで活動した１０次隊の先発隊は２０日、北海道・新千歳空港に帰国。第７師団（千歳市）が中心で、７月に衝突が起きた際は、宿営地周辺でも銃撃戦があった。
　１０次隊の先発隊を率いた蝶野元希２佐は取材に「銃声は聞こえたが、命の危険は感じなかった」と説明。１１次隊に対し「新しい任務を付与され緊張はあるだろうが、平常心でやってほしい」と話した。
南スーダンＰＫＯ 　壮行会、漂う緊張感　駆け付け警護、きょう派遣
毎日新聞2016年11月20日　東京朝刊
　安全保障関連法に基づき新たに「駆け付け警護」の任務を付与され、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される陸上自衛隊部隊の壮行会が１９日午前、青森市の陸自青森駐屯地であった。稲田朋美防衛相は「自衛隊の国際平和協力の歴史で新たな一歩になる」と訓示した。壮行会には派遣隊員約３５０人と家族が出席。稲田氏は家族に向けて「全員が帰国する日まで支援に万全の態勢で臨む」と強調した。 
　部隊は南スーダンの首都ジュバとその周辺で道路の整備などにあたる施設部隊で、２０日から３回に分けて派遣される。国連職員などが襲われた場合に助けに向かう駆け付け警護と、部隊の宿営地を他国軍と一緒に守る共同防護が来月１２日から可能となる。 
　会場の家族席には派遣隊員の妻が幼子を抱く姿や、息子とみられる中学生らしき学生服姿が見られたが、取材は許されず、ピリピリした空気が漂った。 
　派遣隊員を前に納冨中（のうどみみつる）・第９師団長は「新任務が付与されるが、派遣施設隊の主任務は南スーダンの国づくりのための施設活動であることには何ら変わりない」と訓示。派遣部隊長となる田中仁朗（よしろう）・１等陸佐（４６）が出発の準備完了を稲田氏らに報告した。この後、派遣隊員は家族と集合写真を撮ったり稲田防衛相と会食したりしたが、報道陣には公開されなかった。 
　防衛省によると、新任務を付与された１１次隊は２０代～４０代が中心で、女性隊員は過去最多の１５人。夫婦で派遣される隊員もいる。第９師団は「本人の希望も確認して隊員を選んだ。家族にも、新任務などについて説明してきた」としている。 
　壮行会後、田中１佐は「しっかり訓練してきたので、何の不安もない」と言明。現地情勢について「衝突が起きているのは承知しているが、ジュバは比較的平穏だと思う。情報を収集し、安全確保に留意して活動したい」と緊張した様子で言葉を選んだ。 
　この日、青森市内では安保法制に反対する市民らが郊外のショッピングセンターで派遣中止を訴え、ビラを配ったが、大きな混乱はなかった。【村尾哲、宮城裕也、岸達也】 
「新任務は非現実的」 
　海外ＮＧＯ関係者を中心に、駆け付け警護の任務を疑問視する声は消えない。南スーダン情勢に詳しいＮＧＯ「日本国際ボランティアセンター」スーダン現地代表の今井高樹さん（５３）は「自衛隊に武器を使わせたいとしか思えない。非現実的だ」と批判する。 
　南スーダンの首都ジュバでは今年７月、大統領派の政府軍と前第１副大統領派の反政府勢力の衝突があり、１５０人が死亡し、同国暫定政権が成立して以降、最悪の事態となった。 
　今井さんは９月、首都入りした。中心部にはトタン屋根が並ぶ市場があったが、食料などの商品に加え、街灯のソーラーパネルまで盗まれていた。戦闘中に政府軍兵士が略奪したという。 
　「襲撃してくるのが反政府勢力とは限らない。政府軍の兵士が襲ってくれば、駆け付け警護の前提は崩れるのではないか」と今井さんは問題提起する。政府のＰＫＯ参加５原則が「紛争当事者が日本の参加に同意する」とし、自衛隊は駆け付け警護で政府軍（紛争当事者）とは対峙（たいじ）できないからだ。 
　自衛隊が事前の訓練で、国連施設周辺で群衆が暴徒化した場面を想定したことについても、今井さんは「市民を敵に回すことになりかねず、ＮＧＯが二度と活動できなくなる恐れがある」と懸念している。【平川哲也】 
陸前高田市民、憂慮　「若い人、犠牲にならぬように」 
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震災当時を振り返る佐々木トクさん（左）と佐々木綾子さん＝岩手県陸前高田市の仮設住宅で１７日
　第９師団（青森市）は東日本大震災の被災地で、救助や不明者の捜索などに当たった。寄り添ってくれた陸自隊員の姿は被災者の脳裏から今も離れることはない。仮設住宅で暮らすお年寄りは「温かく接してくれた人たち。犠牲者を出してほしくない」と、異国の地に向かう隊員を不安な表情で気遣った。 
　震災で津波に襲われた岩手県陸前高田市では、陸自が市内全域で活動した。「ありがたくて自衛隊の人と別れる時は涙が出た」。小学校校庭の仮設住宅で暮らす佐々木綾子さん（８１）は振り返る。 
　地震発生後、自衛隊ヘリが避難所の上空を飛ぶ度に黄色の手ぬぐいを結び合わせた旗を振り、「食料が足りない」と訴えた。物資がすぐに届けられた時は「日本に自衛隊があって本当に良かった」と痛感したという。 
　市内では仮設風呂も隊員らによって手際よく設置された。同じ住宅で暮らす佐々木トクさん（８８）は「大きな銭湯みたいで気持ち良かった」と、つかの間ながら悲しみと疲れをいやしてくれた湯船の記憶は鮮明だ。被災者支援も細やかな配慮で親身に対応した隊員たち。任務とはいえ、頭が下がる思いだった。 
　隊員たちがどんな状況に遭遇するのか、２人は想像もできないものの太平洋戦争で空襲を経験し、戦時の武力の恐ろしさは身に染みている。 
　「自衛隊には危険な場所へ行ってほしくない気持ちもある。若い人が犠牲にならないよう活動してほしい」。口をそろえた。【藤井朋子】 
＜南スーダンＰＫＯ＞家族ら「とにかく無事で」
河北新報2016年11月21日月曜日
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南スーダンＰＫＯに派遣される隊員を乗せた旅客機を見送る家族ら＝２０日午前１０時１０分ごろ、青森空港
　「体を大事に」「頑張って」。南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に向かう陸上自衛隊１１次隊の先発隊が２０日、青森市の青森空港をたった。隊員の家族らは「とにかく無事で」の思いを胸に、それぞれの父、夫、息子、娘を見送った。
　青森市に住む１０歳から４歳までの３姉妹は空港３階の送迎デッキで、父親（４４）が乗る旅客機に手を振り、呼び掛けた。「じゃあねー、パパ」「お仕事頑張ってね」。
　３人の娘たちのそばで母親（４３）は少し不安そうに語った。「新任務についてはよく分からない。現地の治安状況や仕事の内容も知りたいので、電話してほしい」
　７歳と５歳の娘を持つ五所川原市の斎藤千秋さん（３２）は夫（３７）に「ちゃんと帰ってくるからね」と言われ、「頑張ってきて」と握手で送り出した。斎藤さんは「任務も大切だが、無事に帰ってきてほしい」と涙ぐみ、「訓練したから大丈夫だと思うが、実際はどうなるのか」と複雑な心情をのぞかせた。
　霞目駐屯地（仙台市若林区）所属の息子（３３）を持つ横手市の男性（６３）は「あまり心配はしてないし、最後は本人が決めること。息子は笑顔だった。無事に帰ってくることを願う」と話した。
　北秋田市の女性（５５）の長女（３０）は以前から海外での任務を希望していた。女性は「１９日の夜に普段通りの話をしたが、仕事の話はできなかった。任務の説明書類を読んだが難しかった。新任務については国の調査や大臣の発言を信じている」と静かに語った。
＜南スーダンＰＫＯ＞停戦合意崩れ内戦状態
河北新報2016年11月20日日曜日
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＜いまい・たかき＞１９６２年生まれ。２００７～１０年にジュバ駐在。現在は日本国際ボランティアセンター・スーダン現地代表として、首都ハルツームに駐在中。
◎国際ＮＧＯの今井高樹氏に聞く
　駆け付け警護を任務付与された陸上自衛隊部隊が南スーダンへ出発する。９月に首都ジュバに入った非政府組織（ＮＧＯ）日本国際ボランティアセンターの今井高樹氏に現地の状況を聞いた。
　キール大統領派とマシャール前第１副大統領を中心とする反政府勢力との間で起きた７月上旬の大規模戦闘後、避難民に食料などの支援をしようとジュバに赴いた。町の複数の場所で激しい戦闘があったことがうかがえた。大統領官邸の塀には無数の弾痕があり、バラック建ての商店や露天商が並んでいた市場は略奪が起きたそうで、無人になっていた。市内の反政府勢力の拠点付近も激戦があり、知人から「戦闘後、死体がごろごろ転がっていた」と聞いた。
　政府は国会答弁で「戦闘行為でなく衝突」と説明したというが、現地の人が聞いたらあきれるのではないか。３００人などと報じられている死者数も、知人らの話を総合すると、千人は下らない。住人は戦車が行き交う様子も見ている。これが事実だ。
　ジュバは現在大統領派が掌握し、市街地ですぐに戦闘が始まる状態ではない。しかし中心部を少し離れると一触即発の緊張状態といえる地域もある。大統領派は避難民保護施設内に反政府勢力の幹部らが潜伏しているとの疑念から周辺の警戒を強め、敵意は施設防護をする国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊にも向いている。さらに最近では新たな民族間の対立関係も激化している。
　このように南スーダンは非常に不安定な内戦状態にあり、ＰＫＯ参加５原則のうち「紛争当事者間の停戦合意」は既に崩壊しているというのが正しい認識だ。武装グループの多くが政府や反政府勢力の影響下にある中で、自衛隊が駆け付け警護をすれば戦闘当事者になるリスクが高い。７月の戦闘の際は、政府軍兵士が外国人の援助関係者のいたホテルを襲撃したが、自衛隊が政府軍と交戦すれば憲法違反になる。
　現地のＮＧＯはそれぞれが危険回避の対策を取っており、襲撃や拘束された現場にＰＫＯ部隊が救援に来ると期待しているわけではない。むしろ自衛隊が駆け付け警護で武力行使をすれば、日本に敵対感情が向き、私たちの活動がやりにくくなる懸念もある。政府は現状をきちんと見て、軍事ではなく外交的支援として何ができるかを議論すべきだ。
＜駆け付け警護＞元自衛官「命の危険高まる」
河北新報2016年11月16日水曜日
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駆け付け警護を想定し、暴徒を排除して国連職員（右奥）を保護する手法などを確認した派遣部隊の実動訓練＝１０月２４日、滝沢市の陸自岩手山演習場
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される陸上自衛隊の新任務「駆け付け警護」に、青森県内の５０代の元自衛隊幹部は懸念を抱く。陸自第９師団第５普通科連隊（青森市）を中心に構成される派遣部隊が、新任務によって死傷するリスクは高まると言及。武器使用の判断や、命に危険が迫った状態での任務の経験不足などを不安材料に挙げた。
　「訓練はあくまで訓練で、現場を知らない人の『安全』は机上の空論。マニュアル通りにはいかない」。元幹部は駆け付け警護の危険性を指摘する。
　特に懸念するのは現場の判断能力だ。駆け付け警護の任務中でも武器が使用できるのは「正当防衛・緊急避難」の場合に限られる。
　元幹部は「武器使用が許可される場面の判断は難しい。誤って民間人を射殺すれば責任問題になり、一瞬でも判断が遅れると隊員の生命に関わる」と説明。「現場の指揮官ですら、これまでに経験したことがない緊迫した状況下で判断を下さなければならない」と危惧する。
　経験不足は任務を実行する隊員も共通の不安要素となる。派遣部隊は９月１４日から新任務に基づく武器使用訓練などを重ねてきた。
　元幹部は、現地で駆け付け警護の任務が命じられれば、死傷のリスクが高い先頭に立つのは２０～３０代の若い男性隊員と推測し「良くも悪くも、今の世代は平和しか知らない。訓練とは違い、銃口を人に向け、ためらわずに引き金を引けるのだろうか」と疑問視する。
　これまでより、命の危険にさらされる場面が増える派遣部隊。自衛隊法には隊員の服務に関して「危険を顧みず、身をもって責務の完遂に努める」との規定があり、入隊時に宣誓することが決まっている。
　元幹部は「自衛隊の仕事は国を守ること。宣誓した以上、命令が出れば危険な場所にも行かなければならない。しかし、隊員にも家族や友人がいて、自分の家族を養うために働いている。今は一市民として日本の隊員に死傷者が出ないことを願っている」と語った。
東奥日報2016年11月20日(日)

PKO先発隊が青森空港を出発

　南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に派遣され、安全保障関連法に基づく新任務「駆け付け警護」、「宿営地の共同防衛」に対応する陸上自衛隊第9師団第5普通科連隊（青森市）を中心とする11次隊の先発隊約130人が20日、羽田空港に向けて青森空港を出発した。先発隊は同日中に成田から出国、21日夕方に同国の首都ジュバに入る。現在派遣中の10次隊から指揮権が移る12月12日以降、新任務実施の可能性がある。 

東奥日報2016年11月19日(土)

陸自青森など南スーダン派遣の11次隊壮行会

　南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に派遣され、安全保障関連法に基づく新任務「駆け付け警護」、「宿営地の共同防衛」に対応する陸上自衛隊第9師団第5普通科連隊（青森市）を中心とした11次隊の壮行会が19日、青森市の青森駐屯地で開かれた。出席した稲田朋美防衛相は隊員約350人を前に「自衛隊の国際平和協力の歴史の中で新たな一歩。任務を完遂し無事帰国することを期待する」と激励した。11次隊の先発隊約130人は20日、青森空港を出発。21日に南スーダンに入る。 

南スーダンＰＫＯ先発隊　青森空港出発
デーリー東北2016/11/20 10:37
　国連平和維持活動（ＰＫＯ）で南スーダンに派遣される陸上自衛隊第９師団第５普通科連隊（青森市）中心の第１１次隊の先発隊約１３０人が２０日午前１０時９分、現地に向けて青森空港を出発した。２１日に南スーダンに到着する。
南スーダンへの出発を前に壮行会
デーリー東北2016/11/20 09:00） 
	約３５０人の派遣隊員を前に訓示する稲田朋美防衛相（奥）＝１９日、青森駐屯地
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　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の第１１次隊として派遣される自衛隊員の壮行会が１９日、青森市の陸上自衛隊第９師団青森駐屯地で開かれ、稲田朋美防衛相が「新任務（駆け付け警護）は自衛隊の国際協力の歴史で新たな一歩となる。南スーダンの平和と安定のため、任務を完遂してほしい」と訓示した。隊員約３５０人は１２月中旬から来年３月末まで現地で道路補修などを行うほか、国連職員や民間人が武装集団などに襲われた場合、初めて武器を持って救援に向かう。きょう２０日に先発隊約１３０人が現地に向け、民間機で青森空港を出発する。
高まる緊張、不安の声も／駆け付け警護
デーリー東北2016/11/16 09:00
	「駆け付け警護」の新任務付与の閣議決定を受け、陸上自衛隊第９師団では緊張が高まった＝１５日、青森市
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　「いよいよか」「誰かが行かなければならない」―。南スーダンに国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊として派遣される、陸上自衛隊第９師団第５普通科連隊（青森市）中心の部隊に「駆け付け警護」の新任務付与が決定した１５日、隊員や関係者の緊張感が高まった。新任務は派遣部隊が戦闘に巻き込まれるリスクが増大することから、隊員の家族やＯＢからは不安の声が上がった。
青森駐屯地で南スーダン派遣部隊壮行会
陸奥新報2016/11/20 日曜日
　国連平和維持活動（ＰＫＯ）のため南スーダンへ派遣される陸上自衛隊第９師団第５普通科連隊（青森市）を中心とした部隊の壮行会が１９日、青森駐屯地で行われ、部隊は出発準備が完了したことを稲田朋美防衛相に報告した。今回派遣される第１１次隊約３５０人は２０日から順次、出発する。先発隊約１３０人は同日青森空港をたち、２１日に南スーダンの首都ジュバに到着。第７師団（北海道千歳市）を中心とする第１０次隊と交代し、１２月１２日から「駆け付け警護」などを含む新任務が遂行可能となる。


陸自先発隊、南スーダンへ出発＝駆け付け警護任務、ＰＫＯ派遣－青森


家族らに見送られて南スーダンに出発する、陸上自衛隊の第１１次隊の先発隊員ら＝２０日午前、青森市の青森空港
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、新任務「駆け付け警護」が付与された陸上自衛隊第９師団（青森市）を主力に編成する第１１次隊（隊長・田中仁朗１等陸佐）の先発隊が２０日午前、現地に向け青森空港を出発した。
　第１１次隊は青森駐屯地（青森市）の第５普通科連隊を中心に、八戸（青森県）、弘前（同）、岩手（岩手県）、秋田（秋田県）、船岡（宮城県）の各駐屯地の隊員らで編成。先発隊は約１３０人で、民間機で南スーダンの首都ジュバに２１日（日本時間）に到着する。今後、主力１波（約１２０人）、主力２波（約１００人）も順次出発する。
　駆け付け警護は、離れた場所にいる国連やＮＧＯ関係者らが武装集団や暴徒などに襲われた場合、要請を受ければ自衛隊員が駆け付けて救出する任務。正当防衛などだけでなく、暴徒を排除するためなどの警告射撃など任務遂行のための武器使用が認められる。陸自第７師団（北海道千歳市）を主力とする第１０次隊と交代する１２月１２日から駆け付け警護が実施可能になる。
　一方、第１０次隊の先発隊員約６０人は２０日、新千歳空港に帰国した。第７師団の駐屯地で取材に応じた先発隊長の蝶野元希２等陸佐（４６）は、現地の治安情勢について「ジュバで銃撃戦はあったが、命の危険は感じなかった。事前の情報よりもかなり平穏だった」と語った。（時事通信2016/11/20-14:46）
見送る家族に不安の表情　駆けつけ警護付与の部隊出発
朝日新聞デジタル2016年11月21日00時25分
「駆けつけ警護」が初めて付与されている陸自部隊の出発を、隊員の家族たちが見送った＝小玉重隆撮影
　南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加するため、安全保障関連法に基づく新任務の「駆けつけ警護」などが初めて付与された陸上自衛隊派遣部隊の先発隊約１３０人が２０日、青森空港を出発した。２１日に南スーダンの首都ジュバに到着する。

家族らの見送りを受けて出発する隊員ら＝２０日午前、青森市の青森空港、小玉重隆撮影


　派遣部隊は約３５０人。隊員は青森、宮城、岩手、秋田各県の部隊などから選ばれた。１２月中旬までに全隊員が現地入りし、現在活動中の部隊と交代する。活動期間は約半年間で、主に道路整備などにあたる。
　派遣隊員は２０日、青森空港で見送る家族らの列の間を歩き、拍手を受けながら搭乗ゲートに向かった。
　駆けつけ警護は陸自部隊が国連司令部などの要請を受け、離れた場所にいるＰＫＯやＮＧＯのスタッフらを保護しに行く任務。武器の使用基準が緩和されたが、隊員が戦闘に巻き込まれるリスクが高まるとの批判もある。
　駆けつけ警護は、他国のＰＫＯ要員らとともに武装勢力から宿営地を守る「共同防護」とあわせ、１２月１２日から実施可能になる。
　一方、南スーダンで活動してきた陸自部隊の一部の隊員約６０人が２０日、帰国した。北海道の部隊所属の隊員が多く、同日朝、新千歳空港に到着。残る約２９０人は１２月に帰国する予定。蝶野元希２等陸佐は報道陣に「活動しているジュバ市内と近郊は平穏が保たれている」と話した。
　２０日午前１０時過ぎ。派遣隊員らが乗った飛行機が青森空港を離陸すると、空港ビルの屋上に集まった見送りの家族ら約２００人から声が上がった。「パパ、頑張ってねー」「行ってらっしゃーい」。大きく手を振る人、涙をぬぐう人、黙って見つめる人。父親を見送った小学６年の男の子（１１）は「南スーダンは貧しい国だから、少しでもよくなってほしい。悲しいけど、お父さんには頑張ってほしい」と話した。
　駆けつけ警護には、懸念の声が相次いだ。弟を見送った姉（３９）は「新任務が与えられなければいいと思っていた。正直嫌だし、不安です」。息子が出発した母親（６４）は「説明を聞いたときは、戦争の一環みたいな感じを受けた。武器を持って行けば、命の危険もあるのでは」と語った。
　「不安で胸が張り裂けそう」。…【続きあり】
駆けつけ警護付与の陸自部隊が出発　南スーダンへ
朝日新聞デジタル2016年11月20日10時50分

家族らの見送りを受けて出発する隊員ら＝２０日午前、青森市の青森空港、小玉重隆撮影


　南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、安全保障関連法に基づく新任務「駆けつけ警護」が初めて付与された陸上自衛隊派遣部隊の先発隊が２０日、青森空港を出発した。民間航空機で羽田空港などを経由し、２１日に南スーダンの首都ジュバに到着する。
　派遣部隊は計約３５０人。隊員は青森、宮城、岩手、秋田各県の部隊などから選ばれた。１２月中旬までに全隊員が現地入りし、現在活動中の部隊と交代する。先発隊は約１３０人で、民間機２機に分乗。１機目は２０日午前１０時ごろに青森空港を離陸した。２機目は同日午後に出発する。
　出発する隊員は同日朝、家族らと一緒にバスに乗って空港へ到着。赤ちゃんを抱き上げたり、涙を流す家族の手を握ったりして、別れを惜しむ姿が見られた。
　駆けつけ警護は、陸自部隊が国…【続きあり
】
現地は、新任務は…　ＰＫＯ駆け付け警護　先発隊出発

東京新聞2016年11月21日 朝刊

 

	家族らが見送る中、飛び立つ隊員たちを乗せた旅客機＝２０日、青森空港で
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　安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新任務を初めて与えられ、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に赴く陸上自衛隊第十一次隊の先発隊が二十日、青森空港を民間機で出発、成田空港から出国した。二十一日に首都ジュバに到着する予定。　（荘加卓嗣、石井紀代美）

　十一次隊は、隊長の田中仁朗（よしろう）一等陸佐ら計約三百五十人。第九師団第五普通科連隊（青森市）など主に東北地方の部隊の隊員で編成する。女性隊員は過去最多の十五人で、夫婦の隊員もいる。先発隊は約百三十人で、残る主力は二グループに分かれて三十日と来月十四日に現地へ向かう。

　駆け付け警護は、離れた場所にいる邦人や国連関係者らを救援する任務。これまでＰＫＯでは正当防衛などの場合しか武器使用を認められなかったが、駆け付け警護では、相手の妨害を排除する目的でも武器を使えることになった。

　一方、七月にジュバ市内で大統領派と第一副大統領派の間で大規模な武力衝突が起きるなど、現地情勢は不安定とされる。政府は、駆け付け警護の活動範囲をジュバ市内とその周辺に限定したが、武器使用の幅が広がった新任務により、自衛隊が戦闘に巻き込まれるリスク増大を懸念する声が出ている。

　他国軍と宿営地を守る「宿営地共同防衛」を含めた新任務は、来月十二日から実施できる。

　◇　

　一方、陸自第十次隊の先発隊員約六十人は二十日、新千歳空港に帰国した。第七師団の駐屯地で取材に応じた先発隊長の蝶野元希（もとき）二等陸佐（４６）は、現地の治安情勢について「ジュバで銃撃戦はあったが、命の危険は感じなかった。事前の情報よりかなり平穏だった」と語った。

◆家族ら見送り　思い交錯

　「気を付けて」。青森空港を出発した陸自第十一次隊の先発隊員の家族らは二十日、無事を祈りながら隊員たちを乗せた飛行機を見送った。

　小雨が舞う中、飛行機は午前十時すぎ、青森空港の滑走路を走りだした。空港三階の送迎デッキでは、家族や自衛隊員らが、機影が見えなくなるまで手や日の丸を振り続けた。

　「はじめから危険な仕事だと覚悟している。新任務は訓練をしっかりしているから大丈夫だと思う」。夫を見送りに来たという仙台市の女性（３２）は離陸直後、ハンカチで涙を拭った。母親に肩車をされて眺める男児や、無邪気に「お仕事頑張ってねー」と大きく手を振る女児の姿もあった。

　多くの隊員が、家族と同じバスで空港に到着した。家族が作る花道をハイタッチや敬礼しながら通った。飛行機に乗り込む際も搭乗口の窓からデッキを見上げて手を振ったり、きょろきょろと家族を探したり、なごり惜しげな様子だった。

　一人娘（３０）を見送りにきたという秋田県北秋田市の鈴木正敏さん（６０）は「心配は心配だが、本人が希望して行く。仕事をしっかりとやってきてほしい。万が一のことがないように祈るだけ」と話した。

　「自衛官は国際貢献をしたいという希望を持っている人ばかり。長男は選抜されていくのだから、誇らしい」と語るのは、かつて自衛官だったという父親（６２）。「新任務付与は人道的見地からやらざるを得ず、当然だ」と言い切る。記者とのやりとりで、今年七月にジュバで発生した大規模な衝突に話題が及ぶと、「あまり深く考えないようにしている」と複雑な表情を浮かべた。

しんぶん赤旗2016年11月21日(月)

南スーダンＰＫＯに陸自第１陣出発　「息子の命の危険感じる」　戦争法で新任務付与

　南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）に参加する陸上自衛隊第１１次派遣隊のうち、第１陣となる約１３０人が２０日午前、青森空港（青森市）から出発しました。東京・羽田空港を経由して２１日には同国の首都ジュバの宿営地に到着します。残る２２０人は１２月１４日までに出発する予定です。
　政府は１５日の閣議決定で、南スーダンＰＫＯに関し戦争法＝安保法制に基づく自衛隊初の新任務として、「駆け付け警護」と「宿営地共同防護」を付与。任務遂行のための武器使用が可能となりました。加えて南スーダンの治安情勢が悪化していることで、出発する自衛隊員を見送る家族からは不安の声が相次ぎました。
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（写真）出発前に家族と握手を交わす隊員＝20日、青森空港


　６歳と７歳の娘とともに見送りに来た女性（３１）は「夫からは南スーダンに行くことを夏に告げられました。どんな国なのかまったくわからず、調べてみると情勢が悪くて心配になってしまいました。政府はジュバは安全だというけど、何が起こるかわかりません」と言いました。

　警備小隊に所属する息子が派遣されるという女性（６４）は涙ながらに語りました。「『駆け付け警護』のことを聞いたとき、戦争の一環のような印象を受けました。武器をもって『駆け付け警護』をしてしまうと、（平和な）日本がその先に進んでしまいそうで怖い。息子の命の危険を感じて、本当に不安です」

　青森空港前では、自衛隊の南スーダン派遣に抗議する日本平和大会青森県実行委員会による行動が行われました。

駆け付け警護付与 南スーダンへ自衛隊部隊出発
ＮＨＫ11月20日 11時49分
安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新たな任務が付与された、陸上自衛隊の部隊の先発隊が、南スーダンでのＰＫＯ活動に向けて、２０日に青森空港を出発しました。
出発したのは、南スーダンでＰＫＯ活動にあたる陸上自衛隊の１１次隊の先発隊およそ１３０人です。
隊員たちは午前８時２０分ごろ青森空港にバスで到着し、家族が両脇に並んで見送るなか、列を作って建物に入りました。そして午前１０時すぎに、家族などが送迎デッキから手を振って見送るなか、隊員を乗せた飛行機が飛び立っていきました。
今回派遣される部隊には、安全保障関連法に基づき、襲撃された国連スタッフなどを救出する「駆け付け警護」と、宿営地が襲撃された場合に他国の部隊とともに守る「宿営地の共同防護」の任務が新たに付与されました。
先発隊は日本時間の２１日、南スーダンに到着することになっていて、残りの隊員も来月にかけて派遣されることになっています。
娘の夫の見送りに訪れた、青森県つがる市の６０代の女性は「派遣されると初めて聞いたときは驚いた。これまでとは違う形になるが、とにかく無事に帰ってきてほしい」と話していました。
１１次隊のおよそ３５０人は、来月中旬からおよそ半年間、首都ジュバを拠点に道路整備などにあたる予定で、来月１２日には現地部隊の指揮をとる権限が１０次隊から１１次隊に移され、新たな任務の実施が可能となります。
「駆け付け警護」など安全保障関連法に基づく新たな任務を付与された陸上自衛隊の１１次隊は、３回に分けて順次南スーダン入りします。
２０日に出発したのは、先発隊のおよそ１３０人で、今後は今月３０日に主力部隊の第１陣およそ１２０人、来月１４日に第２陣のおよそ１００人が現地に向けて日本を出発します。
「駆け付け警護」と「宿営地の共同防護」の新たな任務は、現地部隊の指揮をとる権限が１０次隊から１１次隊に移される来月１２日から実施できる状態となります。
南スーダンでは、ことし７月、首都ジュバで政府軍と反政府勢力が衝突し民間人にも死傷者が出るなど治安が悪化していて、国連は市民の保護を強化する姿勢を示しています。
駆け付け警護の任務は、各国でつくるＰＫＯ部隊のうち一義的には「歩兵部隊」が担いますが、「施設部隊」である自衛隊も道路整備の活動などの際に近くで襲撃事件が起こり、自衛隊しか緊急に対応できない場合など、限定的ながら実施することが想定されます。
また、宿営地の共同防護については、ジュバで大規模な武力衝突が発生した２０１３年１２月に、実施しなかったもののＰＫＯ部隊の司令部から求められていたことがわかっていて、１１次隊は現地に到着したあと調整を行ったうえで、他国の部隊と共同防護の訓練を行うことにしています。
新任務懸念残し陸自20日出発　南スーダンPKO「不測事態も」

共同通信2016/11/19 18:06
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南スーダンのPKOに派遣される陸上自衛隊11次隊の壮行会で敬礼する派遣隊員ら＝19日、青森市の青森駐屯地

　南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に派遣され、新任務の「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」に対応する陸上自衛隊11次隊が、20日から順次、首都ジュバに向け出発する。

　政府は駆け付け警護を実施するとしても「極めて限定的な場面」と強調する一方、武力衝突が起きるなど現地の情勢が不安定であることを認め、不測の事態が生じる可能性を否定できない、ともしている。懸念を残したままの出発となる。

　19日、青森市の青森駐屯地で開かれた壮行会には稲田朋美防衛相のほか、自衛隊制服組トップも参加。新任務の重みを反映させた異例の見送り態勢となった。

陸自、南スーダン派遣隊が出発　家族「無事に帰ってきて」

共同通信2016/11/20 19:24
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南スーダンへ出発する陸上自衛隊11次隊の見送りで涙ぐむ先発隊員の家族＝20日午後、成田空港[image: image24.jpg]



南スーダン出発前に、家族との別れを惜しむ陸上自衛隊11次隊先発隊の隊員＝20日午前、青森空港

　南スーダン国連平和維持活動（PKO）で、安全保障関連法に基づき可能になった「駆け付け警護」などの新任務に対応する陸上自衛隊11次隊の先発隊が20日、青森空港を出発し、成田を経由して民間機で出国した。21日午後に首都ジュバに到着する予定。新任務の運用開始は、派遣中の10次隊から指揮権が移る来月12日からになる。

　駆け付け警護は武器使用権限を任務遂行目的の警告射撃にも拡大。自衛隊の海外派遣は転換点を迎え、戦闘に巻き込まれるリスクの増加が懸念される。青森空港で出発を見送った家族からは「無事に帰ってきて」との声が聞かれ、現地情勢に不安を漏らす人もいた。

南スーダンＰＫＯ先発隊が出発
ＮＨＫ青森11月20日　12時39分
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[image: image26.png]



安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新たな任務が付与された陸上自衛隊の部隊の先発隊が、南スーダンでのＰＫＯ活動に向けて２０日、青森空港を出発しました。
出発したのは、南スーダンでＰＫＯ活動にあたる陸上自衛隊の１１次隊の先発隊およそ１３０人です。
隊員たちは午前８時２０分ごろ、青森空港にバスで到着し、家族が両脇に並んで見送る中、列を作って建物に入りました。
そして午前１０時過ぎに、家族などが送迎デッキから手を振って見送る中、隊員を乗せた飛行機が飛び立っていきました。
今回派遣される部隊には、安全保障関連法に基づき、襲撃された国連スタッフなどを救出する「駆け付け警護」や、宿営地が襲撃された場合に他国の部隊とともに守る「宿営地の共同防護」の任務が新たに付与されました。
先発隊は日本時間の２１日、南スーダンに到着することになっていて、残りの隊員も１２月にかけて派遣されることになっています。
娘の夫の見送りに訪れたつがる市の６０代の女性は「派遣されると初めて聞いたときは驚いた。これまでとは違う形になるが、とにかく無事に帰って来てほしい」と話していました。
１１次隊のおよそ３５０人は、１２月中旬からおよそ半年間、首都ジュバを拠点に道路整備などにあたる予定で、１２月１２日には、現地部隊の指揮をとる権限が１０次隊から１１次隊に移され、新たな任務の実施が可能となります。 
「駆けつけ警護」付与、陸自の先発隊が出発

読売新聞2016年11月20日 19時12分

　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、安全保障関連法に基づき、「駆けつけ警護」などの新任務を付与された陸上自衛隊部隊の先発隊約１３０人が２０日、青森空港（青森市）を出発した。

　現地には２１日（日本時間）に到着予定。残る約２２０人も、来月１４日までに順次出発する。



家族らに見送られて出発する第１１次派遣施設隊の隊員たち（２０日午前、青森市の青森空港で）＝三上津与美撮影

　陸自部隊の南スーダンへの派遣は２０１２年１月に始まり、今回行くのは、第９師団（青森市）を中心に編成した「第１１次派遣施設隊」。現在活動中の第１０次隊と徐々に入れ替わり、態勢の整う来月１２日から新任務の実施が可能となる。

　この日、バスで青森空港に到着した隊員らは、「行ってきます」と、見送りの家族らに手を振って飛行機に乗り込んだ。

駆け付け警護 　陸自、南スーダンに出発　家族の思い複雑
毎日新聞2016年11月20日 20時17分(最終更新 11月20日 23時07分)




見送りに来た子どもとの別れを惜しむ南スーダン派遣部隊の自衛隊員＝青森空港で２０１６年１１月２０日午前８時２１分、西本勝撮影
　安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」の新任務を付与され、南スーダンで国連平和維持活動（ＰＫＯ）にあたる陸上自衛隊部隊の先発組約１３０人が２０日、青森空港を出発した。空港には見送りの家族や同僚たちが集まり、涙を浮かべる姿もあった。 
　部隊は青森の陸自第９師団を中心に選ばれた総勢約３５０人で、首都ジュバとその周辺で道路の整備などにあたる。国連職員などが襲われた場合に助けに向かう駆け付け警護に加え、部隊の宿営地を他国軍と一緒に守る共同防護が来月１２日から可能となる。 
　空港には午前８時半ごろ、派遣隊員や家族が乗るバスが次々に到着。隊員たちは家族が並んで見送るなか空港建物に入り、保安検査場前で納冨中（のうどみみつる）第９師団長から「がんばれよ」と声をかけられ、握手で送り出された。 
　家族や同僚ら数百人は屋上の送迎デッキに上がり、小雨のなか傘も差さず、隊員を乗せた飛行機が見えなくなるまで見詰めていた。涙を流す女性や日の丸の旗を懸命に振る同僚の姿もあった。 
　青森市に住む女性（４３）は両親、娘３人とともに夫を見送った。派遣が決まった夫から新任務について「現地の住民を守るためと聞いている」と説明されたという。女性は「納得しようとしても、あまりのみ込めていません」と複雑な思いを打ち明けた。 
　出発前夜に家族で鍋を囲んだ。子供たちは夫の似顔絵に日本と南スーダンの国旗をあしらい、「パパ、がんばってね」と書いた手紙を渡した。１０歳の長女は、あどけない笑顔で「さみしいけど、お仕事頑張ってほしい」。女性の母（６５）は「行くなと言っても仕事だから……。場所が場所だけに心配です」と目頭を押さえた。 
　仙台市若林区の陸自霞目（かすみのめ）駐屯地に所属する息子を見送った秋田県横手市の無職、斉藤一広さん（６３）は「（新任務は）危険がないとは言えないが、本人が妻とも話し合って出した結論。ひと言、頑張ってこいと声をかけた」と語った。 
　空港近くの道路わきでは、安保関連法に反対する市民ら約７０人が朝から「青森から青年を南スーダンに送るな」などと大書した横断幕を広げ、「自衛隊員の命を守れ」と連呼した。娘２人を連れて抗議活動に参加した女性（３４）は「人口に占める自衛隊員の割合が極めて高い青森で、自衛隊の任務が変質していく危険性を多くの市民が感じ始めている」と話した。【宮城裕也、岸達也】 
陸自、南スーダンに出発　駆けつけ警護に対応 
2016/11/21 0:30日本経済新聞　電子版
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、安全保障関連法に基づく「駆けつけ警護」など新任務が付与された陸上自衛隊の先発隊約130人が20日、民間航空機で青森空港を出発した。21日に拠点となる首都ジュバに到着し、およそ半年間道路整備などに当たる。空港では、幼い子供を抱えた家族や自衛隊関係者らが隊員との別れを惜しみ、無事を祈った。
　派遣される11次隊は陸自第９師団（青森市）を中心にした計約350人で…【続きあり】
産経新聞2016.11.20 13:39更新 
陸自１１次隊が南スーダンへ出発　家族ら見送り「無事に帰ってきて」


南スーダンでのＰＫＯに向け陸上自衛隊１１次隊の先発隊が出発。飛行機を見送る家族ら＝２０日午前、青森空港（三尾郁恵撮影） 
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）で「駆け付け警護」などの新任務を付与される陸上自衛隊１１次隊（隊長・田中仁（よし）朗（ろう）１等陸佐）の先発隊が２０日、青森空港（青森市）を出発した。
　空港には隊員を見送るため、大勢の家族や友人らが集まった。別れを惜しみ、涙を流す女性もいた。午前１０時すぎに飛行機が離陸すると、日の丸の旗を振ったり、大きく手を振ったりして送り出した。
　３人の娘ら家族とともに夫を見送った主婦（４３）は「夫は『現地の住人の安全を守る』と話していた。無事に帰ってきてほしいです」と話した。
　１１次隊は、陸自第９師団第５普通科連隊（青森市）を中心とする約３５０人の部隊。先発隊は約１３０人で、羽田空港などを経由し、日本時間の２１日に南スーダンの首都ジュバに到着する。残りの隊員は３０日と１２月１４日に分けて現地に向かう予定。
南スーダン　陸自５８人が帰国　新千歳空港
毎日新聞2016年11月20日 20時46分(最終更新 11月20日 21時34分)
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出迎えた家族らに帰国を報告する第１０次隊の隊員ら＝北海道千歳市の東千歳駐屯地で２０１６年１１月２０日午前１０時３８分、澤俊太郎撮影
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣されていた陸上自衛隊第７師団（北海道千歳市）を中心とする第１０次隊の５８人が２０日、千歳市の新千歳空港に帰国した。蝶野元希（もとき）２等陸佐（４７）は現地の治安状況について、「散発的な銃撃はあったが、命の危険は感じなかった。今の首都や近郊は平安が保たれている」と説明した。 
　第１０次隊は５月から首都ジュバや近郊で、他国部隊の宿営地整備や道路整備などの任務に従事。７月には大規模な戦闘があり、宿営地周辺でも銃撃戦があった。蝶野２等陸佐は駆け付け警護の任務が付与された第１１次隊について、「新しい任務が加わり、緊張していると思うが、平常心を保って任務を行ってほしい」と話した。 
　東千歳駐屯地では、家族約１１０人と隊員約５００人が出迎え、田浦正人第７師団長が「過酷な環境の中、任務を完遂した諸官を誇りに思う」とねぎらった。同師団によると、第１０次隊の残る隊員約３００人は１２月中旬までに順次帰国する。【澤俊太郎】 
陸自北部方面隊１０次隊が帰国　新千歳
北海道新聞11/21 05:00
　【千歳】南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に１０次隊として派遣され、任務を終えた陸上自衛隊北部方面隊（総監部・札幌）の先発隊５８人が２０日、タイ・バンコク経由の民間機で新千歳空港に到着した。
　１０次隊は第７師団（千歳）を中心とする約３５０人。５月から南スーダンの首都ジュバで道路整備などを担った。ＰＫＯの任務を拡大した安全保障関連法が３月に施行されてから初の派遣だったが、「駆け付け警護」などの新たな任務の実施は見送られた。
米、南スーダン制裁決議案を配布　安保理採択は不透明

共同通信/11/19 11:11

　【ニューヨーク共同】米国は18日、政府軍と反政府勢力の対立が続く南スーダンに武器禁輸などの制裁を科す国連安全保障理事会の決議案を15理事国に配布した。5常任理事国のうちロシアと中国が難色を示しており、採択されるかどうかは不透明。

　南スーダンの首都ジュバでは日本の陸上自衛隊が国連平和維持活動（PKO）に参加している。日本政府は18日、現地のPKOに参加する陸自部隊に安全保障関連法に基づく新たな任務の「駆け付け警護」を付与する命令を出しており、来月12日から新任務が遂行可能となる。

米国 　武器禁輸提案へ　南スーダン、治安悪化阻止狙う
毎日新聞2016年11月18日 21時19分(最終更新 11月18日 21時19分)
　【ヨハネスブルク小泉大士】米国のパワー国連大使は１７日、内戦再燃が懸念される南スーダンに関する国連安全保障理事会の会合で、「数日以内に武器禁輸の決議案を提出する」と語った。南スーダンでは武器のまん延が急速な治安悪化を助長しており、武器流入阻止の措置が急務と判断したとみられる。 
　パワー大使は南スーダンの現状について、「危機の瀬戸際にある」と指摘。決議案は、和平実現の「元凶」となっている政府指導者らの資産凍結や渡航制限も求めているという。現地を視察したばかりのディエン事務総長特別顧問も、急速に広がる民族間の対立などが「大虐殺に発展する恐れがある」と武器禁輸を勧告した。 
　これに対し、ロシアは「時期尚早」と反対し、中国も「状況を複雑にする」と決議案の採択に難色を示した。 
　南スーダンでは、中国や隣国スーダンなど国外から供給された銃器や弾薬が市民の間にも拡散しており、戦闘の継続や激化につながってきたとされる。 
　潘基文（バンキムン）事務総長は、１６日に公表された報告書で「大規模な残虐行為が起きる現実的な危険がある」と警告。こうした懸念が現実化した場合、国連の平和維持活動（ＰＫＯ）部隊には「阻止するだけの人員や能力も備わっていない」と指摘した。 
　ＰＫＯには日本の自衛隊も参加している。 
南スーダンに１年の武器禁輸を 米が安保理決議の草案示す
ＮＨＫ11月19日 16時15分
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混乱が続く南スーダンに１年にわたって武器の禁輸などの制裁を科す、国連安全保障理事会の決議の草案がアメリカによって示されたことがわかり、ロシアなどが制裁に慎重な姿勢を示す中、決議が採択され事態の打開につながるのか、予断を許さない状況です。
政府軍と反政府勢力との対立が続く南スーダンでは、治安が比較的安定しているとされ自衛隊が国連のＰＫＯ＝平和維持活動に参加している首都ジュバを除くと、各地で部族間の衝突が起き、治安が一層悪化しています。
こうした情勢を受け、国連の安全保障理事会では１８日、南スーダンに武器の禁輸などの制裁を科す決議の草案が、アメリカによって各国に示されました。
ＮＨＫが入手した決議案の草案は、各国に対して、今後１年にわたって、南スーダンへの武器や弾薬、軍事訓練などの提供を防ぐ措置を講じるとともに、軍事物資を運搬している疑いがある航空機や船舶の貨物を検査することなどを求めています。
ニューヨークの国連本部で１８日、記者会見した国連のディエン事務総長特別顧問は「現地は恐怖に支配され、あまりに多くの武器が流通している」と述べ、武器の禁輸を支持する考えを示しました。
しかし、こうした措置には南スーダン政府が強く反発しているほか、安保理の常任理事国のロシアや中国も事態を複雑にするなどとして制裁に慎重な姿勢を見せていて、今後、速やかに決議が採択され、事態の打開につながるのか、なお予断を許さない状況です。
南スーダン 安保理が非難声明
政府軍と反政府勢力などの対立が続く南スーダンについて、国連の安全保障理事会は「政治的な対立から民族紛争に変容し始めている」として、民族間の暴力の激化を深く憂慮する報道機関向けの声明を発表しました。
常任理事国を含む安保理メンバー国の全会一致で１８日に採択された声明では、まず、現地で横行する市民を狙った襲撃や、民族間の憎悪に基づく暴力を厳しく非難しています。そして、「政治的な対立から民族紛争に変容し始めている」という現地からの報告に同意するとして、民族間の暴力の激化に深い憂慮を示しています。
そのうえで、安保理は、事態の悪化を防ぐために制裁を含むさらなる行動を取る用意があるとしていて、アメリカが各国に提示した南スーダンに武器の禁輸などの制裁を科す決議の草案の扱いや、周辺国からの部隊の派遣を速やかに実現できるかどうかが、今後の焦点になりそうです。
陸自「駆け付け警護」担う南スーダン　武器禁輸決議、米が提出へ

東京新聞2016年11月19日 朝刊
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　【ニューヨーク＝北島忠輔】内戦で多数の死傷者が出ている南スーダン情勢をめぐり、米国のパワー国連大使は十七日の安全保障理事会で、南スーダンに対する武器禁輸などを求める制裁決議案を提出する考えを示した。戦闘が激化する中、国連平和維持活動（ＰＫＯ）で「駆け付け警護」の新任務を担う陸上自衛隊員が赴く現地の情勢は緊迫の度を増している。

　決議案は、対立する政府軍と反政府勢力の双方に対する武器の供給や販売を禁止する内容。パワー氏は「政府と反体制派の戦闘による一般市民の犠牲をなくす第一歩になる」と説明し、各理事国に理解を求めた。

　常任理事国の英国とフランスは支持を表明。ロシアは「時期尚早」と反対の考えを示した。中国も慎重な姿勢を見せており、採択の見通しは立っていない。

　今月上旬に現地を訪れたアダマ・ディエン事務総長特別顧問も出席し、「七月の大規模な戦闘で政治対立が完全な民族紛争になり、憎悪が広がっている」と現状を報告。武器禁輸などの国際社会の行動が「民族大虐殺を防ぐ助けになる」と強調した。

　南スーダンでは、民族対立を背景に、政府軍と反政府勢力による内戦が二〇一三年十二月から続く。

　これまでに数万人が死亡し、七月の戦闘では二百七十人以上の犠牲者を出した。

　潘基文（バンキムン）事務総長は最近まとめた報告書で、首都ジュバの治安状況を「不安定」とし、首都ジュバを含むエクアトリア州の治安悪化が著しいと指摘。米国による制裁決議の提案は、流動的な現地情勢への危機感が背景にある。

　日本政府は自衛隊員の活動地域を「首都ジュバとその周辺地域に限定する」としており、隊員が戦闘に巻き込まれることへの懸念も高まっている。

南スーダンＰＫＯ「隊員全員の無事帰国を」　稲田防衛相
朝日新聞デジタル2016年11月19日15時51分
■稲田朋美防衛相
　（南スーダン国連平和維持活動〈ＰＫＯ〉の自衛隊派遣）隊長をはじめ、派遣隊員が本当に士気高く、そして派遣に向けてしっかりと訓練もできていることを確認できた。命令を発した立場として、隊員が意義ある活動をして、無事に全員帰国されることを期待している。
　（隊員ら）ほぼ全員と握手をした。なかには、今回、ご夫婦で南スーダンに行く方がいらっしゃったり、（壮行会に）中学生と小学生のお子さんがいっしょに来られて、お母さんが南スーダンに行かれるお話であったりと、個々のご家庭の様々な様子を聞くことができて良かったと思う。そういった家族に送られて、自衛隊の皆さんが今回、南スーダンでしっかり安全を確保しつつ有意義な活動をしてきてくれるものと期待している。（青森市であった南スーダンＰＫＯ派遣部隊の壮行行事後、記者団に）
稲田防衛相「自衛隊の歴史に新たな一歩」　駆けつけ警護
朝日新聞デジタル2016年11月19日12時15分

稲田朋美防衛相






■稲田朋美防衛相
　（南スーダン国連平和維持活動〈ＰＫＯ〉に）今回派遣される部隊には、平和安全法制に基づく新たな任務が付与される。これは、自衛隊の国際平和協力の歴史の中で、新たな一歩となるものだ。
　自衛隊による国際平和協力活動は、過去２０年間、常に大きな注目を受けてきた。様々な議論がなされてきたのも事実だ。他方で、自衛隊の派遣が国際社会の平和と安定に大きく貢献してきたことに疑問を挟む余地は全くない。我が国自身の評価を高めることにつながってきたことも、また疑いのない事実だ。
　南スーダンにおける派遣施設隊の活動。これは長期的な国造りのために欠くことのできない、文民保護支援や人道支援のための環境作りにほかならない。道路整備など派遣施設隊の活動の質は非常に高く、まさに自衛隊にしかできない責務をしっかりと果たし、日本の良さを体現してくれている。（青森市であった南スーダンＰＫＯ派遣部隊の壮行行事で）
駆けつけ警護付与の陸自部隊、２０日出発　青森で壮行会
朝日新聞デジタル2016年11月19日11時53分

青森駐屯地に到着した稲田朋美防衛相＝１９日午前、青森市、小玉重隆撮影










　安全保障関連法に基づき、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で駆けつけ警護の任務を初めて与えられた陸上自衛隊派遣部隊の壮行会が１９日、陸自青森駐屯地（青森市）であった。約３５０人の派遣隊員や家族らが出席。稲田朋美防衛相は「自衛隊の国際平和協力の歴史の中で新たな一歩となる」と述べた。
　約３５０人のうち、先発隊の約１３０人は２０日に青森空港から出発し、２１日に現地に到着する。駆けつけ警護を主に担う警備部隊は約５０人で、青森駐屯地の第５普通科連隊の隊員で構成された。道路整備にあたる施設部隊や後方支援部隊には、八戸（青森県）、岩手（岩手県）、船岡（宮城県）の各駐屯地の隊員らが参加する。
　壮行会で稲田防衛相は新任務について「万一の場合への備えとして必要な任務と権限を与え、十分な訓練を行った上で現地に赴く。現地の邦人にとっても部隊にとっても、リスクを低減することにつながる」と訓示。派遣部隊長の田中仁朗（よしろう）１佐は壮行会後、報道陣に「色々な手段で情報を取り、部隊の安全をしっかり確保して活動したい」と話した。
　駆けつけ警護は国連司令部など…【続きあり】
稲田防衛相「歴史の新たな一歩」＝南スーダン派遣部隊に訓示


陸上自衛隊南スーダン派遣施設隊の壮行会で訓示する稲田朋美防衛相＝１９日午前、青森市の陸上自衛隊青森駐屯地
　稲田朋美防衛相は１９日、陸上自衛隊青森駐屯地（青森市）を訪れ、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される陸自部隊の壮行会に出席した。稲田氏は、安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新任務が部隊に付与されたことに関し「国際平和協力の歴史の中で新たな一歩となる。国際貢献をより一層有意義なものにしてほしい」と述べ、任務を完遂するよう指示した。
　稲田氏は、任務拡大により自衛隊のリスクが増すとの指摘があることを念頭に、「万一の場合に備え、十分な訓練をした上で現地に赴く。現地の邦人にとっても、部隊にとっても、リスクを低減することにつながる」と強調した。部隊は２０日から順次、南スーダンに向け出発する。（時事通信2016/11/19-12:35）
稲田防衛相「新たな一歩」　南スーダンPKOで訓示

共同通信2016/11/19 12:0511/19 12:50updated
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南スーダンのPKOに派遣される陸上自衛隊11次隊の壮行会で、訓示する稲田防衛相（手前）＝19日午前、青森市の青森駐屯地

　南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に派遣され、安全保障関連法に基づく新任務「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」に対応する陸上自衛隊11次隊の壮行会が19日、青森市の青森駐屯地で開かれ、稲田朋美防衛相は「自衛隊の国際平和協力の歴史の中で、新たな一歩となる」と述べた。

　新任務に関しては「万一の備えとして必要な任務と権限を与え、十分な訓練を行った上で現地に赴く。現地の邦人にとっても部隊にとっても、リスクを低減することにつながる」と強調した。しかし、現地の情勢は依然不安定なままだ。

　会には防衛省制服組トップの河野克俊統合幕僚長、岡部俊哉陸幕長も出席した。

「駆けつけ警護」任務を付与、陸自３５０人壮行

読売新聞2016年11月19日 12時40分



南スーダンへの派遣を前に壮行会に臨む陸自隊員ら（１９日午前、青森市で）＝冨田大介撮影

　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に向かう陸上自衛隊の施設部隊約３５０人の壮行会が１９日午前、陸自青森駐屯地（青森市）で行われた。

　安全保障関連法の施行で可能となった「駆けつけ警護」などの新任務を付与され、２０日から順次、出国する。

　壮行会で、稲田防衛相は、「厳しい訓練を乗り越えてきた経験を誇りとして、自衛隊による国際貢献をより一層有意義なものにしてほしい」と述べ、「駆けつけ警護」などの新任務を担う隊員約３５０人を激励した。現地への部隊派遣は２０１２年１月に始まり、今回で１１回目だが、防衛相の壮行会出席は初めてという。

ＰＫＯ新任務で防衛相が訓示　南スーダンへ20日出発 
日経新聞2016/11/19 11:11
　稲田朋美防衛相は19日午前、陸上自衛隊青森駐屯地（青森市）を訪れ、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に20日から順次派遣する部隊の壮行会で訓示した。安全保障関連法に基づく新任務付与について「自衛隊の国際平和協力の歴史の中で、新たな一歩になるものだ。自衛隊による国際貢献をより一層有意義なものにしてほしい」と強調した。
　新たな任務は、離れた場所にいる国連職員らを助ける「駆けつけ警護」と、他国軍との宿営地の共同防衛。新任務は危険な状況に遭遇する可能性が高まるとの指摘があり、部隊は武器の使用を広げる。派遣隊長の田中仁朗１等陸佐は「しっかり訓練してきたので部隊は高い練度にある。何の不安もない」と記者団に語った。
　部隊は陸自第９師団を中心とする南スーダン派遣施設隊の第11次要員。20日に先発隊約130人が青森を出発し、12月15日までに約350人が首都ジュバに入る。南スーダンでは政府軍と反政府勢力による対立で、同国の南西部や北部を中心に治安が不安定な状況が続いている。
防衛相、ＰＫＯ壮行会に出席　隊員の家族らと懇談 
日経新聞2016/11/19 18:46
　稲田朋美防衛相は19日、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣する陸上自衛隊の部隊の壮行会に出席し、隊員の家族らと懇談した。「駆けつけ警護」などの新任務付与について隊員家族に十分な説明をすると表明した。「今後も派遣の意義、しっかり新任務の訓練をして派遣していることなどを話していきたい」と記者団に語った。
　派遣する第９師団を中心とする部隊は20日から順次、南スーダンに向けて青森から出発する。防衛相は壮行会で、新任務付与に関して「自衛隊の国際平和協力の歴史の中で新たな一歩となる」と強調した。
　防衛相は、過去のＰＫＯでも自衛隊が邦人保護に出動した事例を念頭に「万一の場合への備えとして必要な任務と権限を与え、十分な訓練を行ったうえで現地に赴く」と指摘。「現地の邦人にとっても、部隊にとってもリスクの低減につながる」と説明した。
　派遣隊長の田中仁朗１等陸佐（46）は、新任務について「事前に法の枠組みの中でしっかり訓練できた。派遣される部隊にとっては大きい意義がある」と記者団に語った。
＜南スーダンＰＫＯ＞新任務付与　新たな一歩
河北新報2016年11月20日日曜日
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派遣部隊に訓示する稲田防衛相。壮行会には家族らも参加した
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に２０日から順次、派遣される陸上自衛隊１１次隊の壮行会が１９日、陸自青森駐屯地（青森市）で行われた。出席した稲田朋美防衛相は「駆け付け警護」などの新任務付与に関し「国際平和協力の歴史の新たな一歩」と述べた
　陸自第９師団第５普通科連隊（青森市）を中心とする１１次隊の約３５０人と、家族ら約３００人が参加。防衛省から河野克俊統合幕僚長、三村申吾青森県知事、達増拓也岩手県知事らも出席した。
　１１次隊長の田中仁朗（よしろう）１等陸佐（４６）から、出発準備完了の報告を受けた稲田防衛相は「今回、平和安全法制に基づく新たな任務が付与された。万一の備えとして必要な任務で、現地の邦人にとっても部隊にとってもリスク低減につながる。南スーダンの平和と安定のため、任務の完遂を期待している」と訓示した。
　終了後、田中隊長は報道陣の取材に応じ「ＰＫＯに参加できることを誇りに思っている。国連のニーズを踏まえた日本らしい活動で、任務を完遂し、帰国したい」と抱負を述べた。
　防衛省によると、１１次隊には青森駐屯地約１２０人、八戸駐屯地（八戸市）約１１０人、船岡駐屯地（宮城県柴田町）約４０人、岩手駐屯地（滝沢市）約２０人、弘前駐屯地（弘前市）約１０人、秋田駐屯地（秋田市）数人が参加している。
　２０～４０代が中心で、女性隊員は１５人含まれている。新任務の駆け付け警護などを担う可能性が高い警備小隊は約６０人。
　先発隊約１３０人が２０日、青森空港を出発し、２１日に南スーダンの首都ジュバへ到着する予定。３０日に主力１波の約１２０人、１２月１４日に主力２波の約１００人が出発する。現在、南スーダンＰＫＯで活動している１０次隊と交代する１２月１２日から任務に当たる。
＜南スーダンＰＫＯ＞新任務「非常に高い練度」
河北新報2016年11月20日日曜日
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取材に応じる１１次隊の田中隊長
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される陸上自衛隊１１次隊長の田中仁朗（よしろう）１等陸佐（４６）は１９日、陸自青森駐屯地（青森市）で取材に応じ「（新任務への対応は）非常に高い練度にある」と述べた。　－新任務の受け止めは。
　「８月２４日に稲田朋美防衛相が訓練着手を表明して以降、しっかり準備してきた。不安はない」
　－新任務の練度向上で難しかった点は。
　「現場で指導しながら確認してきたが、私が思う通りに動けるようになった。武器使用の場面になれば、法の枠組みの中で対応できるように訓練してきた」
　－駆け付け警護が新任務となった意義は。
　「過去のＰＫＯでも邦人救出の要請があった。法の枠組みが整備され、事前に訓練できた意義は大きい」
　－南スーダンの情勢について。
　「各地での衝突は把握している。主に活動する首都ジュバは比較的、平和だと考えている。情報収集し、安全確保に留意したい」
　－家族への説明は。
　「師団を通じて行っている。情勢や生活環境、活動の概要などを伝えた。家族の支援体制も説明した」
　－任務で大事にしたいことは。
　「私たちは日本や自衛隊の代表。日本人としての誇りを持ち、現地の人の視線で活動したい」
産経新聞2016.11.19 21:47更新 
【南スーダンＰＫＯ】「駆け付け警護」部隊２０日出発　稲田朋美防衛相「歴史の中で新たな一歩」


南スーダンのＰＫＯに派遣される陸上自衛隊１１次隊の壮行会で、訓辞する稲田防衛相（手前）＝１９日午前、青森市の青森駐屯地 
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）で「駆け付け警護」などの新任務を付与される陸上自衛隊１１次隊（隊長・田中仁朗（よしろう）１等陸佐）は２０日、現地に向け出発する。稲田朋美防衛相は１９日に青森駐屯地（青森市）で開かれた壮行会に出席し、新任務について「自衛隊の国際平和協力の歴史の中で、新たな一歩となる」と訓示した。
　駆け付け警護は今年３月に施行された安全保障関連法で可能となった任務で、遠隔地にいる国連職員らが危険な状況に陥った場合に救出する任務。威嚇射撃など任務遂行のための武器使用も認められる。部隊宿営地が暴徒に取り囲まれるような事態が発生すれば、他国軍と共同で防護する任務も新たに付与する。
　壮行会には自衛隊制服組トップの河野克俊統合幕僚長、岡部俊哉陸幕長のほか、隊員の家族ら約３００人も出席した。
　稲田氏は「防衛省は全員が日本へ帰国する日まで、派遣隊員と家族の支援に万全の態勢で臨むことを約束する」と強調。過去のＰＫＯでは東ティモールやザイール（現コンゴ民主共和国）で駆け付け警護を行った際、十分な訓練や法的根拠がなかったことを念頭に「現地の邦人にとっても、部隊にとっても、リスクを低減することにつながる」と説明した。
　１１次隊に新任務が付与されるのは来月１２日。活動地域は首都ジュバが位置する中央エクアトリア州など３州だったが、今後はジュバ周辺に縮小する。
産経新聞2016.11.19 21:11更新 
「安全第一で任務遂行を」　ＰＫＯ壮行会、自衛官ＯＢら活動に期待　駆け付け警護など新任務付与


家族（手前）に見守られながら壮行行事に参加する隊員＝１９日午前、青森市の陸上自衛隊青森駐屯地（三尾郁恵撮影） 
　「駆け付け警護」などの新任務を付与されて南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に向かう陸上自衛隊１１次隊（隊長・田中仁朗（よしろう）１等陸佐）の壮行会が１９日、隊員の家族ら約３００人が見守る中、青森駐屯地（青森市）で行われ、稲田朋美防衛相が参加した。自衛隊ＯＢからは、安全確保に配慮しながら任務を遂行することに期待を示す声が上がった。
　「（南スーダンの首都）ジュバ市内およびその近郊は、比較的安定しているということは政府全体で確認することができた。新任務に関しても、施設部隊は対応できる範囲で緊急的な要請を受けて、人道的な見地から行う」。壮行会後に稲田氏はこう述べ、政府として隊員の安全確保に努めてきたことを強調した。
　壮行会の会場には乳児を胸に抱いた若い女性や子供の姿も多く見られた。稲田氏は夫婦で派遣される隊員や、小中学生の子供を持つ女性隊員らの話を聞いたといい、「個々のご家庭のさまざまな様子をしっかり聞けてよかった」と話した。
　新たな一歩を踏み出す日本のＰＫＯ。かつて日本が初参加したカンボジアでのＰＫＯで第２次派遣施設大隊長を務めた石（いし）下（おろし）義夫さん（６３）は「安全第一で、今までやってきた訓練を信じて任務を遂行してほしい」と述べ、“後輩”の活躍を祈った。
　石下さんは平成５年３月に同国タケオに赴任。同年５月の総選挙で日本から約４０人の選挙監視員が派遣された際は、万一に備えて部隊で医官やレンジャー出身の隊員らからなるチームを編成した。石下さんは「救護に駆け付け、もし敵が残っていたら（法的根拠がない中でも）戦闘しなくてはならなかっただろう」と振り返り、「本来やらなくてはならないことを、ちゃんと裏付けを持ってできるようになった」と感慨深げに話した。
　任務遂行のための武器使用が認められる駆け付け警護でも、危害を加える射撃は正当防衛・緊急避難に限られる。
　５年にモザンビークのＰＫＯで第１次派遣輸送調整中隊長を務めた中野成典さん（５７）は「武器使用が必要な場面に遭遇したら自分が腹をくくって命じなければならないと考えていた」という。その上で「与えられた任務をやり遂げることはもちろん、隊員を全員無事で日本に連れて帰ってくることが最も大切だ」と訴えた。
2016.11.19 12:14更新 
稲田朋美防衛相「自衛隊の歴史の新たな一歩」　駆け付け警護、ＰＫＯ壮行会で訓示


栄誉礼を受ける稲田朋美防衛相（中央）＝１９日午前、青森県青森市の陸上自衛隊青森駐屯地（三尾郁恵撮影） 
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣され、安全保障関連法に基づく新任務「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」に対応する陸上自衛隊１１次隊の壮行会が１９日、青森市の青森駐屯地で開かれ、稲田朋美防衛相は「自衛隊の国際平和協力の歴史の中で、新たな一歩となる」と述べた。
　新任務に関しては「万一の備えとして必要な任務と権限を与え、十分な訓練を行った上で現地に赴く。現地の邦人にとっても部隊にとっても、リスクを低減することにつながる」と強調した。しかし、現地の情勢は依然不安定なままだ。
　会には防衛省制服組トップの河野克俊統合幕僚長、岡部俊哉陸幕長も出席。隊員の家族ら約３００人も見守った。１１次隊長の田中仁朗１佐（４６）は報道陣の取材に「しっかり訓練して、部隊は非常に高い練度にあると思っているので、何の不安もない。いろんな手段を使って情報を取り、部隊の安全を確保して活動したい」と述べた。
「しっかり訓練、不安ない」＝駆け付け警護任務付与－陸自２０日南スーダンへ・青森
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、安全保障関連法に基づき可能となった「駆け付け警護」などの新任務が付与された陸上自衛隊の第１１次隊の隊長・田中仁朗１等陸佐（４６）が１９日、青森駐屯地（青森市）で記者会見し、「しっかりと訓練してきた。部隊は高いレベルにあり不安はない」と決意を述べた。



取材に応じる、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される陸上自衛隊第１１次隊の隊長を務める田中仁朗１等陸佐＝１９日午前、青森市の陸自青森駐屯地
　第１１次隊は陸自第９師団（司令部・青森市）を中心に青森や岩手、秋田、宮城各県などの隊員約３５０人で編成。先発隊（約１３０人）は２０日に南スーダンの首都ジュバに向け青森を出発する。
　駆け付け警護は、離れた場所にいる国連やＮＧＯ関係者らが武装集団や暴徒などに襲われ、救助要請を受ければ自衛隊員が駆け付けて救出する任務。新任務では他国軍と宿営地を守る共同防護も行える。第７師団（北海道千歳市）中心の第１０次隊と交代する来月１２日から新任務遂行が可能となる。（時事通信2016/11/19-19:16）
新任務懸念残し陸自20日出発　南スーダンPKO「不測事態も」

共同通信2016/11/19 18:06
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南スーダンのPKOに派遣される陸上自衛隊11次隊の壮行会で敬礼する派遣隊員ら＝19日、青森市の青森駐屯地

　南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に派遣され、新任務の「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」に対応する陸上自衛隊11次隊が、20日から順次、首都ジュバに向け出発する。

　政府は駆け付け警護を実施するとしても「極めて限定的な場面」と強調する一方、武力衝突が起きるなど現地の情勢が不安定であることを認め、不測の事態が生じる可能性を否定できない、ともしている。懸念を残したままの出発となる。

　19日、青森市の青森駐屯地で開かれた壮行会には稲田朋美防衛相のほか、自衛隊制服組トップも参加。新任務の重みを反映させた異例の見送り態勢となった。

駆け付け警護 　稲田防衛相「新たな一歩」陸自壮行会　青森
毎日新聞2016年11月19日 11時15分(最終更新 11月19日 15時13分)



隊員の家族らが見守る中、壮行会で師団長の訓示を聞く南スーダン派遣施設隊の自衛隊員＝青森市の陸上自衛隊青森駐屯地で２０１６年１１月１９日午前１０時３７分、西本勝撮影
南スーダンのＰＫＯ派遣で　陸自青森駐屯地 
　安全保障関連法に基づき新たに「駆け付け警護」の任務を付与され、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される陸上自衛隊部隊の壮行会が１９日午前、青森市の陸自青森駐屯地で開かれた。稲田朋美防衛相は「自衛隊の国際平和協力の歴史の中で、新たな一歩になるものだ。自衛隊による国際貢献を一層有意義なものにしてほしい」と訓示した。 
　壮行会には派遣隊員約３５０人とその家族が出席した。稲田氏は訓示で、隊員の家族に向けて「全員が帰国する日まで支援に万全の態勢で臨む」と強調した。 
　部隊は南スーダンの首都ジュバとその周辺で道路の整備などにあたる施設部隊で、２０日から３回に分けて出発する。国連職員などが襲われた場合に助けに向かう駆け付け警護と、部隊の宿営地を他国軍と一緒に守る共同防護が来月１２日から可能になる。【村尾哲】 
＜駆け付け警護＞壮行会、漂う緊張感…「安全に留意し活動」
毎日新聞 11/19(土) 20:10配信 

　安全保障関連法に基づき新たに「駆け付け警護」の任務を付与され、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される陸上自衛隊部隊の壮行会が１９日午前、青森市の陸自青森駐屯地であった。稲田朋美防衛相は「自衛隊の国際平和協力の歴史で新たな一歩になる」と訓示した。壮行会には派遣隊員約３５０人と家族が出席。稲田氏は家族に向けて「全員が帰国する日まで支援に万全の態勢で臨む」と強調した。　部隊は南スーダンの首都ジュバとその周辺で道路の整備などにあたる施設部隊で、２０日から３回に分けて派遣される。国連職員などが襲われた場合に助けに向かう駆け付け警護と、部隊の宿営地を他国軍と一緒に守る共同防護が来月１２日から可能となる。
　会場の家族席には派遣隊員の妻が幼子を抱く姿や、息子とみられる中学生らしき学生服姿が見られたが、取材は許されず、ピリピリした空気が漂った。
　派遣隊員を前に納冨中（のうどみ・みつる）第９師団長は「新任務が付与されるが、派遣施設隊の主任務は南スーダンの国づくりのための施設活動であることには何ら変わりない」と訓示。派遣部隊長となる田中仁朗（よしろう）１等陸佐（４６）が出発の準備完了を稲田氏らに報告した。この後、派遣隊員は家族と集合写真を撮ったり稲田防衛相と会食したりしたが、報道陣には公開されなかった。
　防衛省によると、新任務を付与された１１次隊は２０代～４０代が中心で、女性隊員は過去最多の１５人。夫婦で派遣される隊員もいる。第９師団は「本人の希望も確認して隊員を選んだ。家族にも、新任務などについて説明してきた」としている。
　壮行会後、田中１佐は「しっかり訓練してきたので、何の不安もない」と言明。現地情勢について「衝突が起きているのは承知しているが、ジュバは比較的平穏だと思う。情報を収集し、安全確保に留意して活動したい」と緊張した様子で言葉を選んだ。
　この日、青森市内では安保法制に反対する市民らが郊外のショッピングセンターで派遣中止を訴え、ビラを配ったが、大きな混乱はなかった。【村尾哲、宮城裕也、岸達也】

　◇「犠牲でないように」…被災地の住民
　第９師団（青森市）は東日本大震災の被災地で、救助や不明者の捜索などに当たった。寄り添ってくれた陸自隊員の姿は被災者の脳裏から今も離れることはない。仮設住宅で暮らすお年寄りは「温かく接してくれた人たち。犠牲者を出してほしくない」と、異国の地に向かう隊員を不安な表情で気遣った。
　震災で津波に襲われた岩手県陸前高田市では、陸自が市内全域で活動した。「ありがたくて自衛隊の人と別れる時は涙が出た」。小学校校庭の仮設住宅で暮らす佐々木綾子さん（８１）は振り返る。
　地震発生後、自衛隊ヘリが避難所の上空を飛ぶ度に黄色の手ぬぐいを結び合わせた旗を振り、「食料が足りない」と訴えた。物資がすぐに届けられた時は「日本に自衛隊があって本当に良かった」と痛感したという。
　市内では仮設風呂も隊員らによって手際よく設置された。同じ住宅で暮らす佐々木トクさん（８８）は「大きな銭湯みたいで気持ち良かった」と、つかの間ながら悲しみと疲れをいやしてくれた湯船の記憶は鮮明だ。被災者支援もこまやかな配慮で親身に対応した隊員たち。任務とはいえ、頭が下がる思いだった。
　新任務の駆け付け警護を担う南スーダンでは、酷暑の中で緊張も強いられる。隊員たちがどんな状況に遭遇するのか、２人は想像もできないものの、ともに太平洋戦争で空襲を経験し、戦時の武力の恐ろしさは身に染みている。「自衛隊には危険な場所へ行ってほしくない気持ちもある。若い人が犠牲にならないよう活動してほしい」。２人は口をそろえた。【藤井朋子】
　◇「新任務は非現実的」
　海外ＮＧＯ関係者を中心に、駆け付け警護の任務を疑問視する声は消えない。南スーダン情勢に詳しいＮＧＯ「日本国際ボランティアセンター」スーダン現地代表の今井高樹さん（５３）は「自衛隊に武器を使わせたいとしか思えない。非現実的だ」と批判する。
　今井さんは２０１０年まで３年間、スーダン南部で職業訓練支援などに従事。１１年の南スーダン独立後はスーダンの首都ハルツームに事務所を置く。南スーダンの首都ジュバでは今年７月、大統領派の政府軍と前第１副大統領派の反政府勢力が衝突して１５０人が死亡し、同国暫定政府が成立して以降、最悪の事態となった。
　「襲撃してくるのが反政府勢力とは限らない。政府軍の兵士が襲ってくれば、駆け付け警護の前提は崩れるのではないか」と今井さんは問題提起する。新任務を非現実的と見るのは、政府のＰＫＯ参加５原則が「紛争当事者が日本の参加に同意する」とし、自衛隊は駆け付け警護で政府軍（紛争当事者）とは対峙（たいじ）できないからだ。
　自衛隊が事前の訓練で、国連施設周辺で群衆が暴徒化した場面を想定したことについても、今井さんは「市民を敵に回すことになりかねず、ＮＧＯが二度と活動できなくなる恐れがある」と懸念している。【平川哲也】
しんぶん赤旗2016年11月20日(日)

戦争法で初の派兵　青森駐屯地　壮行式開く
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見守る家族

（写真）南スーダン派遣施設隊（第１１次要員）と家族＝１９日、青森駐屯地


　内戦状態の南スーダンに派兵されるＰＫＯ（国連平和維持活動）第１１次派遣隊の壮行式が１９日、青森駐屯地(青森市)で開かれ、陸上自衛隊第９師団を基幹とした隊員約３５０人と家族約３００人が参加しました。

　安保法制＝戦争法に基づく新任務「駆け付け警護」と「宿営地共同防護」が付与され、任務遂行のための武器使用が可能になります。戦争法に基づく初めての海外派兵です。先遣隊約１３０人が２０日、青森空港を出発。主力部隊は１２月中旬までに順次、派兵されます。

稲田朋美防衛相は訓示で、新任務付与について、「自衛隊の国際平和協力の歴史の中で、新たな一歩となる」と強調。第１１次隊の田中仁朗隊長は記者会見で、「武器使用の細部について（の説明）は安全確保のため控える」とした上で、「武器を使わないといけない場面では、法の枠組みの中で武器が使えるように訓練してきた」と強調しました。

　今回の部隊には、過去最高となる１５人の女性隊員が含まれています。１０代の隊員も数人いるといいます。家族席では乳幼児を抱えた女性の姿が目立ち、式典の最中も、子どもの声が響き渡りました。

　同日、青森市内では２０日に告示される青森市長選必勝に向けた青年リレートークが行われていました。同市在住の男性（３７）は「震災のとき自衛隊は復興支援にすごく頑張ってくれて、今でも感謝する思いだ。稲田防衛相は、もしも南スーダンで隊員に何かあった場合は『私が責任をとる』と発言した。命がかかっているのに、責任とって済む問題ではないし、安易な考えで戦地に派遣されてしまうのだと思った。自衛隊員と私たち国民の命の重さは同じだ。無責任な安倍政権のもとで隊員を戦地に送らせたくない」と力強く訴えました。

南スーダン　駆け付け警護に手当　６０００～７０００円で
毎日新聞2016年11月6日 07時20分(最終更新 11月6日 10時42分)
　政府が南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣する陸上自衛隊施設部隊に新任務として付与する「駆け付け警護」で、出動した隊員を対象に支給する手当を創設することが５日、わかった。困難な任務に携わることを重く見た措置で、１回につき６０００～７０００円で調整している。 
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駆け付け警護訓練をする自衛隊員＝岩手県の岩手山演習場で２０１６年１０月２４日、喜屋武真之介撮影
　駆け付け警護は、離れた場所で国連や非政府組織（ＮＧＯ）の職員らが暴徒などに襲われた場合、要請に応じて自衛隊員が武器を持って救援に出向く新任務。３月に施行された安全保障関連法に基づき、２０日から順次派遣する交代部隊に新たに付与する。手当創設に合わせ、近く関連政令を改正する。 
　南スーダンで道路整備などに当たる隊員には現在、「国際平和協力手当」として１日１万６０００円を支給しており、駆け付け警護を実施した場合は新手当と合わせて２万２０００～２万３０００円を支給する見通し。新任務の付与で隊員に精神的な重圧がかかるとして派遣期間を通じての支給を求める声もあったが、出動ごとの支給とする。
　自衛隊員への手当は、２０１１年の東日本大震災で東京電力福島第１原発にヘリで放水した隊員に支給した１日４万２０００円が最高額。海外派遣では、人道復興支援として実施したイラク南部サマワでの宿営地外活動に支給した１日２万４０００円が最も高い。南スーダンへの派遣では、外務省が最も危険度の高い「退避勧告」を出している事情や新任務の重要性を踏まえ、駆け付け警護に出動した場合の手当の総額をイラク派遣に準じたものとする方針だ。ＰＫＯに参加する隊員への手当では、カンボジアＰＫＯなどの１日２万円を超えて最高額となる。 
　一方、隊員が公務中に死亡した場合に遺族に支給する賞恤（しょうじゅつ）金（功労金）の引き上げは見送り、現行のまま６０００万円とする。イラク派遣では最高額を６０００万円から９０００万円に引き上げた経緯があり、新任務付与に合わせての引き上げを検討していた。政府は駆け付け警護について「極めて限定的に実施する」との運用方針を示しており、危険性が大幅に高まるわけではないとして引き上げを見送ったとみられる。【村尾哲】
「新任務は新たな一歩」 防衛相が派遣部隊に訓示
ＮＨＫ11月19日 15時24分
稲田防衛大臣は青森市にある陸上自衛隊の駐屯地を訪れ、２０日から南スーダンに派遣される部隊に訓示し、安全保障関連法に基づいて「駆け付け警護」などの新たな任務が付与されたことについて、「国際平和協力の歴史の中で新たな一歩だ」と述べたうえで、任務を完遂するよう指示しました。
稲田防衛大臣は青森市にある陸上自衛隊の駐屯地を訪れ、国連のＰＫＯ＝平和維持活動に当たるため、２０日から順次、アフリカの南スーダンに派遣される、およそ３５０人の部隊の壮行会に出席し、部隊の隊長から派遣準備が完了したと報告を受けました。
このあと、稲田大臣は部隊に訓示し、安全保障関連法に基づいて「駆け付け警護」などの新たな任務が付与されたことについて、「自衛隊の国際平和協力の歴史の中で新たな一歩となる。国際平和協力活動は、過去２０年間、常に大きな注目を受け、さまざまな議論がなされてきたが、国際社会の平和と安定に大きく貢献してきたことに疑問を挟む余地は全くない」と述べました。
そのうえで、稲田大臣は「万一の場合への備えとして必要な任務と権限を与えておき、十分な訓練を行ったうえで現地に赴くことによって、現地の日本人にとっても、部隊にとってもリスクの低減につながる」と述べ、任務を完遂するよう指示しました。
派遣される部隊は
今回派遣される部隊には、襲撃された国連スタッフなどを救出する「駆け付け警護」など、安全保障関連法に基づく新たな任務が付与されていて、来月中旬からおよそ半年間、首都ジュバを拠点に道路整備などに当たる予定です。
青森駐屯地にある第５普通科連隊の連隊長で派遣部隊の隊長を務める田中仁朗１等陸佐（４６）は「過去のＰＫＯ活動でも日本人の保護要請があったが、今回は、法の枠組みが整備されたことで、事前の訓練をしっかりと行うことができた。あらゆる任務をまっとうして帰国したい」と話していました。
「無事に全員帰国を」
稲田防衛大臣は壮行会のあと記者団に対し、「派遣される隊員は本当に士気が高く、訓練もできているということを確認できた。命令を発した立場として、隊員が意義ある活動をして無事に全員、帰国することを期待している。今後も南スーダンへの派遣の意義や新任務について、しっかり説明していきたい」と述べました。
駆け付け警護付与部隊ＰＫＯへ　南スーダン向け先発隊あす出発

東京新聞2016年11月19日 夕刊

　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に十一次隊として派遣され、安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新任務を担う陸上自衛隊第九師団を基幹とする部隊の壮行行事が十九日、陸自青森駐屯地（青森市）で行われた。約三百五十人の派遣隊員のうち、先発隊約百三十人は二十日、青森空港から同国の首都ジュバに向けて出発する。

　派遣部隊の隊長を務める田中仁朗（よしろう）一等陸佐
	 南スーダンへの出発を前に壮行行事に臨む派遣隊員たち＝１９日午前、青森市の青森駐屯地で
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が、出発準備完了を報告。稲田朋美防衛相が派遣隊員を前に、「自衛隊の国際平和協力の歴史の中で、新たな一歩となる」と訓示。新任務について「万一の場合への備えとして、必要な任務と権限を与えておく。現地の邦人にとっても、部隊にとっても、リスクを低減することにつながると考える」と語った。南スーダン派遣部隊への訓示は一次隊の隊旗授与式を除き、二次隊以降は副大臣、政務官が行っており、防衛相が行うのは異例。

　終了後、田中隊長は記者団に「しっかり訓練してきたので、何の不安もない」と話した。南スーダンの治安情勢については「衝突が起こっているのは承知しているが、現在ジュバは比較的平穏だと思う。情報を収集して安全確保に留意して活動したい」と述べた。

　派遣される部隊は八月二十五日～十月二十六日、関係法令や現地情勢などについて学び、九月十四日から「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」について訓練を受けた。ジュバでは七月に大統領派と第一副大統領派の間で衝突が起きた。地方の情勢も流動的で、活動範囲は宿営地のあるジュバとその周辺に限定する。派遣期間は来年三月三十一日まで。

　稲田氏は新任務を付与する命令を十八日に出しており、十次隊から十一次隊に指揮権が移る来月十二日から実施できる状態になる。

　＜南スーダンＰＫＯ＞　アフリカのスーダンの内戦を経て、２０１１年に分離独立した南スーダンの安定と開発支援が目的の国連平和維持活動（ＰＫＯ）。正式名称は「国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）」。日本は１１年１１月から司令部要員を、１２年１月からインフラ整備を任務とする陸上自衛隊部隊を派遣している。現在日本が参加する唯一のＰＫＯで、派遣中の１０次隊の主力は第７師団（北海道千歳市）。司令部要員４人、施設部隊約３５０人が首都ジュバで活動する。アフリカ諸国に加え、中国や韓国なども部隊を展開している。

ソマリア沖で海賊対策　護衛艦「きりさめ」が佐世保出港
朝日新聞デジタル2016年11月20日21時59分
　アフリカ東部のソマリア沖での海賊対策のため、長崎県佐世保市の海上自衛隊佐世保基地から２０日、護衛艦「きりさめ」（基準排水量４５５０トン）が出港した。政府は１日、海賊発生件数の急減を理由に護衛艦の派遣数を２隻から１隻に減らすことを決めており、今回が初めての単独派遣となった。
　派遣部隊は、海賊事案が起きた際の捜査にあたる海上保安官８人を含め約２００人。１２月中旬、現場海域に到着する予定だ。
　２００９年３月から続いた２隻態勢は縮小されるが、ジブチを拠点に空からの監視にあたるＰ３Ｃ哨戒機は２機態勢を維持。海賊対処の多国籍部隊（ＣＴＦ１５１）にも引き続き参加する。
ソマリア沖海賊対策は態勢縮小 護衛艦１隻が出港
ＮＨＫ11月20日 13時35分
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アフリカ・ソマリア沖の海賊対策にあたる海上自衛隊の護衛艦は、海賊事件の減少により、これまでの２隻から１隻に減り、２０日に、護衛艦１隻が長崎県の佐世保基地から現地に向けて出港しました。
出港したのは、長崎県の海上自衛隊佐世保基地に配備されている護衛艦「きりさめ」です。
政府はアフリカ・ソマリア沖での海賊対策にあたるため、７年前から海上自衛隊の護衛艦や哨戒機を派遣して、各国の部隊とともに商船の護衛などにあたっていますが、海賊による事件が減っているため、今月１日、派遣する護衛艦をこれまでの２隻から１隻に減らすことを決めました。
これを受けて今回は、護衛艦「きりさめ」が１隻で派遣されることになり、２０日に佐世保基地で式典が開かれました。
乗組員やその家族などおよそ７００人が参加し、防衛省の宮澤博行政務官が「国際的な秩序維持のために力を合わせて、誰１人欠けることなく任務を完遂してほしい」と訓示を述べました。
このあと、「きりさめ」は乗組員の家族や自衛隊員が見送る中、午前１１時すぎに出港しました。
派遣される夫を子どもと一緒に見送りにきた３６歳の女性は「家にいてほしいが、仕事なのでしかたがありません。無事に帰ってきてくれるのを待つしかないです」と話していました。
「きりさめ」は３週間かけてソマリア沖に到着し、およそ５か月間の任務にあたります。
オスプレイ訓練に合わせ、佐世保市長と市議搭乗

読売新聞2016年11月19日 18時55分



朝長市長らが搭乗したオスプレイ

　海上自衛隊と米海兵隊は１８日、米軍輸送機ＭＶ２２オスプレイを用いた訓練を長崎県沿岸部で行い、佐世保市の朝長則男市長と同市議会の防衛議員連盟の議員１２人が搭乗した。

　訓練は、海自と米海兵隊の連携を強化し、相互運用性の向上を図るのが目的。県沿岸部の海上で船が転覆したとの想定で、オスプレイが上空から船を捜索した。同連盟の議員の搭乗は、以前から希望していたことを受け、訓練に合わせて実施。朝長市長には海自から搭乗を打診したという。

　オスプレイは海自佐世保基地（佐世保市）に飛来し、朝長市長らが後部ハッチから乗り込んだ。県沿岸部の上空を飛行し、約５０分後、同基地に戻った。朝長市長は「一度、搭乗したいと思っていた。（乗り心地は）通常のヘリと同じ。（垂直飛行から水平飛行への移行は）スピードが変わったがほとんどショックを感じなかった」と話した。

　その後、オスプレイは、海自大村航空基地（大村市）に降り立ち、燃料を補給する訓練を行った。同基地にオスプレイが飛来するのは初めて。

　佐世保基地周辺では、オスプレイへの抗議集会が開かれ、佐世保地区労働組合会議の山口原由事務局長は「米軍のキャンペーンに佐世保市が利用されているのでは」と搭乗した朝長市長らを批判した。

佐世保市長オスプレイ搭乗
長崎新聞2016年11月19日

　佐世保市の朝長則男市長が１８日、米軍の新型輸送機オスプレイに体験搭乗し、「スピード感もあり、（災害時の）離島への救援や物資の搬送に適していると感じた」との所感を述べた。
　朝長市長と市議会の防衛議員連盟の１２人を乗せたオスプレイは同日午前１０時４５分ごろ、同市崎辺地区の海上自衛隊ヘリポートを離陸し、同１１時３５分ごろ戻った。海自佐世保地方総監部によると、県南部の沿岸部まで往復したという。
　朝長市長は搭乗後、取材に対し「災害時に役立つかどうか体験してみたかった」と目的を説明。スピードなどの有用性を挙げ「防災では役立つと感じた」と強調した。陸上自衛隊が導入するオスプレイが、佐世保に新編される水陸機動団と一体運用されることについては「できる限り人家のある所は通らない方がいい」との見解を述べた。
　同総監部によると、オスプレイは海自佐世保地方隊と在沖縄海兵隊との訓練のため飛来。市長らを降ろした後、大村市の海自大村航空基地で初めて燃料給油した。
　佐世保地区労や原水爆禁止佐世保協議会などは、佐世保市の海自施設外で集会を開き、市長の搭乗に抗議した。
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	米軍の新型輸送機オスプレイの搭乗を終えた佐世保市の朝長市長（右から３人目）＝１８日午前１１時３８分、佐世保市崎辺町 


	


自衛隊、豪軍へ弾薬提供＝物品協定を改定、来月署名
　日本、オーストラリア両政府は１９日、自衛隊と豪軍が相互に物資を融通することを定めた日豪物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）を改定し、新たに弾薬の提供も可能とする方針を固めた。来月下旬に東京で外務・防衛担当閣僚協議（２プラス２）を開催し、署名する見通しだ。政府関係者が明らかにした。
　協定改定は、３月に安全保障関連法が施行されたことに伴う。安保法は、日本の安全に重要な影響を与える「重要影響事態」と認定された場合、自衛隊が他国軍の後方支援をできると定めている。新協定には、豪軍への弾薬提供や、戦闘作戦行動のため発進準備中の戦闘機への給油などを盛り込む。（時事通信2016/11/19-20:06）
日豪、弾薬提供可能に　12月ACSA改定署名へ

共同通信2016/11/19 21:46

　日豪両政府は12月下旬、外務・防衛閣僚協議（2プラス2）を開催し、安全保障関連法に基づき自衛隊からオーストラリア軍への弾薬の提供が可能となるよう、物品役務相互提供協定（ACSA）の改定に署名する方向で調整に入った。日本政府関係者が19日明らかにした。閣僚協議は12月20日前後に東京都内で開催する見通し。

　トランプ次期米大統領がアジア・太平洋地域の安全保障問題にどう関与するかが不透明な中、日本政府はオーストラリアとの連携強化を、日米豪3カ国での安保協力にもつなげたい考えだ。

　他国軍との物資や役務を融通し合うACSAは、日豪間で2013年1月に発効。

日豪、弾薬の融通可能に…１２月に新協定署名へ

読売新聞2016年11月19日 16時53分

　日豪両政府は、外務・防衛閣僚会合（２プラス２）を１２月下旬に東京で開催する方向で最終調整に入った。

　自衛隊と豪州軍が燃料や物資を互いに融通することを定めた物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）を見直し、安全保障関連法で可能になった弾薬の提供を盛り込んだ新たなＡＣＳＡに署名する方針だ。複数の日本政府関係者が明らかにした。

　日豪２プラス２は、２０１５年１１月にシドニーで開かれて以来。米国で来年１月にトランプ政権が発足した後も日米豪３か国の連携を進め、中国の海洋進出へのけん制を強めることを確認したい考えだ。

　日豪ＡＣＳＡは１３年に発効。自衛隊と豪州軍が、国連平和維持活動（ＰＫＯ）や災害救援などの現場で燃料などの物品を相互に融通する決済手続きを定めている。武器・弾薬の提供は含まないと明記している。

日豪 　弾薬融通可能に…物品協定見直し、来月２プラス２
毎日新聞2016年11月19日 23時22分(最終更新 11月19日 23時22分)
　日本、オーストラリア両政府は、外務・防衛閣僚協議（２プラス２）を１２月下旬に東京で開催する調整に入った。自衛隊と豪州軍が物資などを融通し合う物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）に弾薬の提供を盛り込んだ改定案に署名する。 
　現行の日豪ＡＣＳＡは、共同訓練や国連平和維持活動（ＰＫＯ）、災害救援などの際、食料や燃料を提供したり装備を修理したりする手続きを定めているが、弾薬の提供はできない。 
　一方、安全保障関連法の施行によって、日本の平和と安全に重要な影響を与える「重要影響事態」で、自衛隊による後方支援の対象が米軍以外の他国軍に広がり、弾薬の提供も可能になった。政府はすでに、安保関連法を反映した日米ＡＣＳＡ改定に署名し、今国会に承認案を提出している。 
　日豪２プラス２は昨年１１月にシドニーで開かれて以来。今回は岸田文雄外相と稲田朋美防衛相、豪州のビショップ外相とペイン国防相が出席する。１２月２０日前後の開催が有力だ。日本は米国のトランプ政権の発足を前に、オーストラリアとの間で、日米豪３カ国の安全保障協力の重要性を確認したい考えだ。【村尾哲】 
日豪　弾薬を相互提供　安保法受け来月に物品協定改定

東京新聞2016年11月20日 朝刊

 　日豪両政府は十二月下旬、外務・防衛閣僚協議（２プラス２）を開催し、安全保障関連法に基づき自衛隊とオーストラリア軍との間で弾薬提供が可能になるよう、物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）の改定に署名する方向で調整に入った。日本政府関係者が十九日明らかにした。閣僚協議は十二月二十日前後に東京都内で開催する見通し。

　トランプ次期米大統領がアジア・太平洋地域の安全保障問題にどう関与するかが不透明な中、日本政府はオーストラリアとの連携強化を、日米豪三カ国での安保協力にもつなげたい考えだ。

　他国軍との物資や役務を融通し合うＡＣＳＡは、日豪間で二〇一三年一月に発効。国連平和維持活動（ＰＫＯ）や人道的な国際救援活動、共同訓練などでの提供手続きを定めたが、弾薬提供は認めていなかった。

　安保法は、日本の平和と安全に重要な影響を与える「重要影響事態」などで米軍以外の他国軍も後方支援対象とし、弾薬の提供も可能にした。

　岸田文雄外相が今年九月、米ニューヨークでオーストラリアのビショップ外相と会談した際、年内の２プラス２開催とＡＣＳＡ改定の方針を確認していた。

　日豪２プラス２は昨年十一月にシドニーで開催されて以来となる。今回は、日本側から岸田氏と稲田朋美防衛相、オーストラリア側はビショップ氏とペイン国防相が出席する予定。

　＜物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）＞　自衛隊と他国軍との間で食料、水など物品や輸送、修理といった役務の提供が一方から要請された場合の手続きを定めた協定。同一物品による返還が原則で、不可能な場合は同種、同等、同量の物品か実費での返還を認める。日本は米国、オーストラリアとの間で発効させた。英国、フランス、カナダとも署名に向け協議中だ。日米は今年９月、安全保障関連法施行を反映した日米ＡＣＳＡ改定に署名し、日本政府は早期の国会承認を目指している。

自由党、脱原発と安保法廃止が柱　衆院選へ重点政策

共同通信2016/11/20 22:11

　自由党は20日、次期衆院選に向け、原発の再稼働を認めない脱原発と安全保障関連法の廃止を柱とした重点政策をまとめた。小沢一郎共同代表は会合先の千葉市内で「国民の生活を守るのが基本だ」と記者団に述べた。

　重点政策では「再生可能エネルギーの普及を進め、環境と調和した新たなビジネスと雇用をつくる」と明記。安保法は憲法違反だとして廃止を主張し、独自の安保法制を制定するとした。

　環太平洋連携協定（TPP）参加については「再考」を要求し、農業者の戸別所得補償制度の確立を訴えた。子育て支援策を巡っては、公立高校の授業料無償化や、返還の必要がない給付型奨学金創設を掲げた。

自由・小沢氏、解散に備え　地方組織行脚を開始 
日経新聞2016/11/20 20:26
　自由党の小沢一郎共同代表は20日、千葉市内で同党初の県連の設立総会を開いた。来年１月の衆院解散・総選挙の機運が弱まっていることに触れ「野党までないと言っているようじゃ話にならない」と選挙に備える考えを示した。小沢氏は全国で同党の都道府県連合を立ち上げ、12月中旬までに各地を回る予定だ。
　小沢氏はあいさつで、野党が結集して選挙を戦う「オリーブの木」構想の必要性を改めて強調。２日には民進党の野田佳彦幹事長と会談し、同構想を持ちかけていた。野田氏は「よく勉強して宿題にします」と引き取った。小沢氏は終了後、記者団に「勉強の結果、良い結果が出ればよい」と語った。
小沢氏、次期衆院選向け「オリーブの木」打診　野田氏に
朝日新聞デジタル2016年11月21日05時40分

小沢一郎氏


　自由党の小沢一郎代表は２０日、民進党の野田佳彦幹事長に対し、次の衆院選に向けて野党各党の比例候補を集めた「統一名簿」を作るなどして戦う「オリーブの木」構想を打診していたことを明らかにした。両党と社民の３党の参加を想定し、「オリーブの考え方で選挙戦に臨まないと候補者調整もできないし、政権は取れない」と伝えたという。千葉市内で開かれた会合で語った。
　両氏は先月と今月、２度にわたり会談していた。小沢氏は記者団に、会談で野田氏が「よく勉強して、宿題にさせて頂く」と応じたと説明した。その上で「勉強の結果、いい結果が出たらいい」と構想受け入れへの期待感を示した。
産経新聞2016.11.21 01:00更新 
【山本雄史の野党ウォッチ】共闘に二の足踏む「民進」飲み込み「共産領」が拡大中　次期衆院選の候補者調整　志位和夫委員長が本気！

月内に候補者擁立を終える考えを示した共産党の志位和夫委員長＝１１月１６日、東京都渋谷区の党本部 
　志位和夫委員長率いる共産党の攻勢が止まらない。年明けの衆院解散に照準を合わせ、今月中に衆院２９５選挙区のほぼすべてに公認予定候補を擁立することを決めたのだ。対照的に、民進党は深刻な「候補者不足」に悩んでおり、２９５選挙区の約７割しか埋まっておらず、約８０の空白区がある。このままでは共産党が民進党に代わって、野党共闘の主導権を握る日は近い。いや、すでに握っているといってもいい。
　「今月中に２９５に限りなく近づく。もうメドはついた…」
　共産党幹部は１８日、国会内で小声でこう明かした。
　志位氏は１６日の記者会見で「ほとんどの小選挙区で、擁立するつもりだ」「月内には、だいたいめどはつけないといけない」と述べたが、作業は事実上終了しているようだ。
　共産党は、すでに１６０以上の選挙区で公認予定候補を決定し、正式発表している。もともと、全選挙区に候補者を擁立する方針をとってきた共産党ではあるが、民進党幹部は「いつもより擁立のスピードが速い」と驚きの声を上げる。
　共産党がここにきて、候補者擁立を一気に進めているのは、年明けの衆院解散に備えていることに加え、共闘に消極的な民進党への強い「牽制球」の意味が込められている。
　それは「早急にわが党と候補者調整、選挙協力の協議を進めよ。さもなくば、このまま競合してしまうぞ」という、半ば“脅し”に近いメッセージだ。
　野党がバラバラに候補者を擁立すれば、自民、公明の与党を利してしまう。もちろん、民進党も共産党もそれは望んでいない。だが、民進党が中途半端な態度を取っている以上、こちらも考えさせてもらう－というわけだ。
　実際、民進党の現職がいる選挙区でも、遠慮せずに候補者を立てていることがある種の「圧力」にもなっている。比例代表の南関東ブロック選出の民進中堅議員は「うちの選挙区にも共産党の候補者がいて精力的に活動している。選挙区調整で本当に降りてくれるのだろうか。共産党票がもらえないと勝てない…」と不安を隠さない。
　最近、共産党が好んで用いる言葉が、「本気」だ。
　志位氏は１０月２７日の記者会見で「（野党間の）本気の共闘をやるうえで、連合指導部の要求に従う道を選ぶのか、野党と市民の共闘に真剣に取り組む道を選ぶのか。民進党に前向きな決断をしてほしい」と通告するなど鼻息は荒い。
　一方、民進党には共産党の「本気」はまだ伝わりきっていない。ある若手議員は「共産党が全選挙区に候補者を擁立しようとするのはいつものことだろう。供託金没収を考えると、本当は全選挙区に候補者を立てたくないはずだ。民進党との協議でどんどん下ろしていくだろう」と楽観的な見通しを示す。
　だが、その見方は甘いと言わざるを得ない。共産党は民進党が候補者擁立に難航していることを十分知っており、意図的に先んじて選挙区を埋めているのだ。候補者調整、選挙協力の主導権を握り、「野党統一候補は共産」の選挙区を少しでも増やそうとするのはむしろ当然だろう。
　民進党は現在、衆院の過半数にあたる２３８人の公認予定候補の擁立を目指しているが、現時点では２１０余りにとどまっている。しかも、民進党関係者によると、約８０の空白区のうち、候補者擁立のメドがついている選挙区はわずかに１ケタ台。手持ちの候補者がほとんどおらず、「なり手」がいないのが実情だというのだ。まさに戦に入る前の「タマ不足」である。
　知名度も認知度もある蓮舫代表率いる民進党なのだから、多少は候補者が集まっても良さそうなものだが、前出の党関係者は「蓮舫体制になっても人材不足は解消されていない。数人の地方議員にも水面下で打診したようだが、いい返事がない。来年１月解散なら民進党は空白区だらけで衆院選を迎えることになる」と頭を抱える。
　まさに、共産党はそのあたりの苦しい台所事情を見透かしている。民進党が候補者を擁立できない空白区に共産党が入り込めば、必然的に共産党候補が野党統一候補となり、比例票の底上げにもつながる。共産党は選挙区の勝利よりも、比例票の上積みで議席を増やすことを重視しており、「民進党の空白区浸食」作戦は極めて合理的なのである。
　民進党は一刻も早く約８０の空白区を埋めなければ、共産党が席巻してしまうという事実を冷静に受け止める必要がある。
　野田佳彦幹事長は自由党、社民党との選挙区調整を優先的に進めた上で、共産党との協議に臨む姿勢だが、その間にも小選挙区における「共産領」はどんどん拡大していく。
　民進党は結局のところ、共産党とどう付き合っていくのか。そろそろ、本当に「二者択一」の選択をしなければならない局面に入ってきたといえるだろう。
野党連合政権めぐり共産と民進で駆け引き活発に
ＮＨＫ11月21日 4時59分
共産党は、民進党などとの「野党連合政権」の実現を目指し、次の衆議院選挙に向けて政権構想の協議を呼びかけていますが、民進党は、理念が大きく違う共産党との連立政権には否定的で、両党の駆け引きが活発になっています。
共産党は、先に開いた党の中央委員会総会で、次の衆議院選挙で、民進党などとの野党４党の選挙協力を発展させ、「野党連合政権」の実現を目指すなどとした新たな活動方針案をまとめました。
志位委員長は、「安倍政権を倒すことを一致して目標にしている以上、それに代わり、どういう政権を作るか、前向きの合意を得たいというのが、われわれの考えだ」と、民進党などに、政権構想の協議を進めるよう呼びかけています。
これに対し、民進党は、蓮舫代表が、「『野党連合政権』の樹立というのは、共産党の片思いの話ではないか」と否定的な考えを示すなど、「理念や綱領が大きく違う共産党と連立政権を組むことはありえない」という意見が大勢です。
また、選挙区での候補者の一本化をめぐっても、共産党が、「相互に推薦することが不可欠だ」としているのに対し、民進党は、「支持層の一部には共産党への抵抗感も根強い」として、相互の推薦に慎重な姿勢を崩しておらず、両党の駆け引きが活発になっています。
しんぶん赤旗2016年11月21日(月)

自公と補完勢力　VS　野党と市民の共闘

新しい対決構図　どうつくられた　激動の時代に　２７回党大会決議案から

時代を切りひらく力　ここに

　日本共産党は来年１月１５～１８日に第２７回大会を開きます。大会決議案では、いまの日本の情勢について「安倍自公政権とその補完勢力に、野党と市民の共闘が対決する、日本の政治の新しい時代が始まった」と指摘しています。この新しい対決構図はどうつくられたのでしょうか。
市民運動　空前の広がり

　安倍政権の暴走政治に対抗する野党と市民の共闘の源流は、２０１１年の東日本大震災以降起こったさまざまな分野での切実な一致点に基づく共同―「一点共闘」です。現在も続く「原発ゼロ」をめざす官邸前抗議行動は、国民一人ひとりが自発的に立ち上がり、野党各党代表も連帯のスピーチをする最初の共闘の場となりました。

　この「一点共闘」は、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の交渉参加や沖縄での米軍新基地建設、秘密保護法の強行など、民意に耳を傾けない安倍政権の暴走が強まるもとで保守層を含めた、たたかいとして全国各地に広がりました。
　その飛躍的な発展を示したのが、２０１４年に行われた沖縄県の選挙でした。名護市長選（１月）、県知事選（１１月）で保守と革新の垣根を越えてつくられた「オール沖縄」の候補が勝利。総選挙（１２月）でも県内全小選挙区で「オール沖縄」候補が勝利し、自民党をすべて落としました。

　「沖縄で起こったことは日本の政治の未来を先取り的に示すものにほかなりません」。総選挙後に開かれた日本共産党第３回中央委員会総会（１５年１月）で志位和夫委員長がこう強調した政治局面は、現実のものとなりました。
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（写真）市民連合の大街宣で参加者の声援に応える（左から）シールズ・奥田、社民・吉田、民進・岡田、共産・志位、シールズ・溝江の各氏＝６月19日、東京都内


　他方、従来の政府の憲法解釈を百八十度くつがえし立憲主義を破壊する安保法制＝戦争法案に反対する空前の市民のたたかいがわき起こり、安倍政権打倒のために「野党は共闘」の声を上げ続けました。このたたかいの中で、戦後の平和運動、労働運動を担っていた諸潮流が「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」を結成（１４年１２月）して活動しました。若者、女性、学者、法曹など各界各層がそのたたかいに合流する「戦後かつてない新しい市民運動、国民運動」（決議案）が、いまの日本政治の対決構図をつくりだす一方の力となったのです。
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共産党躍進と野党共闘

　新しい対決構図を開いたもう一つの力は、衆参の国政選挙や統一地方選でつくりだされた日本共産党の政治的躍進です。（グラフ）

　「野党は共闘」を求める市民の声は、野党全体を動かし、そのなかで日本共産党は野党第２党に躍進した力で大きな役割を果たしました。

　安倍内閣と自公が戦争法を強行したその日（１５年９月１９日）に、日本共産党は「戦争法廃止の国民連合政府」提案を発表し、戦争法廃止で一致する野党が国政選挙で選挙協力を行おうと呼びかけました。

　「提案」には各界各層から期待と実現を求める声が相次ぎ、市民団体有志で「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」も結成されました。今年２月１９日には、当時の５野党が共同で戦争法廃止法案を衆院に共同提出するとともに、党首会談で安倍政権打倒をはじめ国選選挙での最大限の協力など４項目で合意しました。この合意は、野党と市民の選挙共闘を加速させ、紆余（うよ）曲折はありながらも、参院選１人区の３２選挙区すべてで野党統一候補の擁立が実現。“共闘効果”を発揮し、１１選挙区で激戦を制して勝利をおさめました。

　共産、民進、自由、社民の４野党は、次期総選挙でも「できる限りの協力」を行い、現与党とその補完勢力を少数に追い込み、安倍政権の打倒を目指すことで合意しています。国民の願いにこたえる「大義の旗」を掲げ、野党と市民が「本気の共闘」に取り組むなら、政府・与党の激しい攻撃をはねかえし勝利できることは、１０月の新潟県知事選でも示されています。

　安倍政権と補完勢力に対決する野党と市民の共闘によって、日本の政治は「歴史の本流と逆流が真正面からぶつかりあう、戦後かつてない激動的な新しい時代」（決議案）に入っています。

「野党と市民の共闘」をめぐる主な動き

切実な一致点に基づく「一点共闘」の広がり

　2012年

　３月　　　〇「原発ゼロ」の官邸前抗議行動が始まる（29日）。以降、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）反対、沖縄米軍新基地反対など各分野でたたかいが広がる

　2013年

　７月　　　〇参院選で日本共産党が改選前６議席から11議席に躍進。参院で議案提案権を獲得（21日）

　10～12月　〇秘密保護法案廃案を求める市民のたたかい広がる
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保革の垣根越えた「オール沖縄」の連続勝利

　2014年

　１月　　　〇沖縄県名護市長選で稲嶺進市長が圧勝

　11月　　　〇沖縄県知事選で「オール沖縄」の翁長雄志氏が勝利（16日）

　12月　　　〇総選挙で日本共産党が改選前８議席から21議席に躍進し、衆院でも議案提案権を獲得。沖縄１～４区の小選挙区すべてで「オール沖縄」候補が勝利（14日）

戦争法案反対の空前のたたかい

　　　　　〇「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が結成（15日）

　2015年

　４月　　　〇統一地方選で日本共産党が党史上初めてすべての都道府県議会で議席を確保（12日）
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　６～７月　〇「ＳＥＡＬＤｓ」（シールズ＝自由と民主主義のための学生緊急行動）、「安全保障関連法案に反対する学者の会」、「安保関連法案に反対するママの会」など市民団体が次々発足。「戦争法案廃案」「野党は共闘」の運動が広がる

「国民連合政府」の提唱と共闘の進展

　９月　　　〇戦争法強行成立のその日に、日本共産党の志位和夫委員長が「戦争法廃止の国民連合政府」提案を発表（19日）

　12月　　　〇市民団体有志が「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」を結成（20日）
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　2016年

　２月　　　〇共産、民主、維新、社民、生活の５野党党首会談で「安保法制廃止」を共通の目標とし国政選挙で最大限の協力を行うなど４項目で合意（19日）

　５月　　　〇共産、民進、社民、生活の４野党で安倍内閣不信任案を共同提出。32の参院選１人区すべてで野党統一候補が実現（31日）

　６月　　　〇４野党が「市民連合」の政策要望書に調印（７日）

「大義の旗」を掲げ「本気の共闘」で勝利へ

　７月　　　〇参院選の32の１人区中11選挙区で野党統一候補が勝利。日本共産党は改選前11議席から14議席へ前進（10日）

　９月　　　〇４野党党首会談で、総選挙も「できる限りの協力」をしていくことを確認（23日）
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　10月　　　〇新潟県知事選挙で、野党と市民の統一候補・米山隆一氏が自公推薦候補を破って勝利（16日）

　11月　　　〇４野党書記局長・幹事長会談。総選挙に向けた共通政策や相互協力・相互推薦、政権問題などを含め協議していくことを確認（９日）

　　　　　〇４野党と「市民連合」の意見交換会を再開（17日）

しんぶん赤旗2016年11月20日(日)

総選挙で改憲基盤壊したい　共闘発展へ意気込み　ラジオ日本番組で小池氏
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（写真）小池晃書記局長


　日本共産党の小池晃書記局長は１９日放送のラジオ日本番組「清水勝利のこれでいいのかニッポン！！Ｐａｒｔ２」に出演し、年金問題について語ったほか、野党と市民の共闘の発展への意気込みを述べました。

　司会の清水氏は、安倍政権による年金基金の株式運用の問題について「国営企業みたいなところがいっぱいある」と発言。小池氏は「大半の企業の筆頭株主がＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）や日銀になっている。異常な経済です」と指摘。米国でも年金基金が不安になるなどの理由で株式運用を行っていないのに、安倍政権は株式運用比率を２倍にし、約１０兆５千億円もの損失を出したと批判しました。

　小池氏は、今国会で与党が成立を狙う「年金カット法案」について「物価がいくら上がっても、“賃金が下がったら年金を下げる”。これでは年金制度が壊れるし、景気を冷え込ませて現役世代の暮らしにも打撃になる。断固反対します」と述べました。

　また、清水氏が「これまでの選挙は『アベノミクス』で押し切られ、安保法制の問題も打ち消されている」と述べると、小池氏は、７月の参院選では野党と市民の共闘が安倍暴走政治を押し返す一つの手がかりになったと強調。欧米でもグローバル資本主義や格差拡大を問う流れが出てきたことにもふれ、「次の総選挙で改憲勢力３分の２の基盤を壊し、政治の流れを変えたい」と表明しました。

産経新聞2016.11.21 02:06更新 
“蓮舫人気”不発か？　次期衆院選の候補者擁立で民進党に遅れ　８３空白区でメドが立ったのは「１ケタ」　党調査で判明

代議士会で挨拶する民進党の蓮舫代表＝１１月８日、国会内（斎藤良雄撮影） 
　民進党が次期衆院選をめぐり、公認予定候補のいない８３の選挙区について、各都道府県連に擁立の意向を確認したところ、具体的な候補者名が挙がった選挙区が１ケタにとどまっていることが２０日、わかった。９月に「選挙の顔」として蓮舫代表が就任したものの、政党支持率が上向かないのが一因。衆院過半数となる２３８人以上の擁立は難航しており、積極的に擁立を進める共産党との候補者調整にも影響を与えそうだ。
　民進党は２９５の衆院選挙区中、これまでに現職や新人などを含め、２１２選挙区で公認予定候補を決めた。党執行部は残る８３の空白区について、１０月末までに各都道府県連を対象に候補擁立作業の状況を調査。この結果、候補者名が挙がるなどめどが立ちそうだったのは「７、８選挙区」（党幹部）だったという。地方議員らに次期衆院選への出馬を打診しても、断られるケースが多い。
　不人気なのは、党勢低迷が原因だ。今月１２、１３両日に行った産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）の合同世論調査では、民進党の政党支持率は前月より１・７ポイント減の８・６％。自民党（３８・３％）の４分の１以下にとどまっている。民進党中堅は「蓮舫代表になって党勢回復を期待したが、効果が出ていない。候補者が集まらないのが証拠だ」と指摘する。
　民進党は岡田克也前代表の時代に候補者の公募を大々的に実施し、７月の参院選では、公募で選ばれた候補が当選するなど一定の成果を収めた。だが、次期衆院選では早期解散論もあることから候補者をじっくり選ぶ時間が取れず、現在は公募を予定していない。
　自前の人材不足は、共産党との選挙区調整にも影響を与えそうだ。
　共産党はすでに１６５選挙区で候補者を発表、志位和夫委員長は１６日の記者会見で、約２００人の公認候補を内定したと言及した。月内をめどに「ほとんどの選挙区で擁立し、民進党と（候補一本化に向け）話し合う」と述べた。
　民進党が候補を擁立できない選挙区は、共産党候補が「野党統一候補」となる可能性がある。さらに志位氏は、選挙区で党公認候補の確実な勝利を目指す「必勝区」を設ける方針も示している。民進党の野田佳彦幹事長は、野党間の候補者調整について「まずは自分たちの候補擁立を優先させたい」としているが、早期に空白区を埋めなければ、候補者調整は共産党主導で進むのは必至の情勢だ。
　民進党執行部も、深刻な人材不足への危機感は共有しており、党幹部は地方行脚を強化している。蓮舫代表は１９日、公認候補が一人もいない宮崎県に入り、街頭演説などを行ってアピール。野田氏も２０日、鳥取県の元職のもとに足を運び、支援者らと意見交換した。（山本雄史）
産経新聞2016.11.21 02:15更新 
民進党、衆院選候補者に手取り足取りの「チェックリスト」配布　キャッチフレーズや選挙スタッフの確保などの記入欄も…

蓮舫民進党代表がゆるキャラ選考会に。女子学生とともにゆるキャラ選考会に参加した蓮舫代表＝１６日、東京都千代田区の民進党本部(鈴木健児撮影) 
　民進党は次期衆院選に向け、１０月下旬から週末ごとに公認予定候補のいる選挙区で、情勢調査を順次実施している。今月１９、２０両日は現職の選挙区を対象にした情勢調査を行った。
　民進党関係者によると、情勢調査は１０月下旬から新人▽元職▽比例復活の現職▽現職－の順番で行っているという。全てのデータが出そろうことから、近く幹部らが本格的な情勢分析を行うとみられる。野田佳彦幹事長は早期の衆院解散論も見据え、選挙準備を急がせている。
　党にとっては、公認が内定している新人や若手らの強化も喫緊の課題だ。１０月中旬には、前回の衆院選で選挙区で敗れ、比例復活した中堅・若手らを集めた「選挙指南会議」も行われた。
　当日配布されたチェックリストをみると、候補や事務所が投開票日までに行うべき「段取り」「作業」を細かく明記。得票目標とその内訳、キャッチフレーズや選挙スタッフの確保などの記入欄もある。推薦を受ける業界団体への対応では所属者を明記した「名簿入手」だけでなく、「あいさつ訪問」「礼状送付」「大会・会議であいさつ」などをチェックさせるなど、手取り足取りの内容となっている。
選挙の指揮を執る馬淵澄夫選対委員長は５回連続、野田氏も６回連続で選挙区当選しており、地元で徹底した運動を行うことでも知られている。
　党選対幹部は「政党支持率が厳しい情勢なのに、コツコツとした選挙活動をせず、依然として『風』頼みの議員が多い」と懸念。地べたをはうような活動方法を仕込もうと躍起になっている。
民進・野田氏「共産からラブレターが届いてしまった」
朝日新聞デジタル2016年11月20日22時33分
■野田佳彦・民進党幹事長
　（共産党が野党連合政権を呼びかけていることについて）蓮舫代表が「片思い」と言っている。それに尽きる。片思いと言われているところから、来年、党大会の案内というラブレターが届いてしまったので、どうするか、党執行部で議論したい。（鳥取県米子市で記者団に）
辺野古訴訟、最高裁前で集会　反対派「公正審理を」

共同通信2016/11/20 21:3911/20 21:40updated
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最高裁前で辺野古移設反対派が開いた集会の参加者ら＝20日夜

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設を巡る国と県の訴訟について、移設反対派の市民団体が20日、東京の最高裁前で集会を開いた。9月の福岡高裁那覇支部判決は国の全面勝訴とし、移設に反対する県が上告している。参加者は「公正な審理を行え」「不当な判決を許さないぞ」とシュプレヒコールを上げた。

　21日には高裁那覇支部判決の破棄などを求める署名を最高裁に提出する方針。オール沖縄会議の志喜屋盛隆事務局次長は、沖縄から駆け付け「公正な弁論ができれば、負けることはないと確信している」と話した。

米海兵隊機、重大事故率２年連続増　10万時間に3.31件　16会計年度

琉球新報2016年11月20日 08:30 
　【ワシントン＝問山栄恵本紙特派員】２０１６米会計年度（１５年１０月～１６年９月）の米海兵隊所属航空機の１０万飛行時間当たりの重大（クラスＡ）事故発生率が３・３１件で、２年連続で増加していることが１６日までに米海軍安全センターの集計で分かった。クラスＡは被害額が２００万ドル以上や死者が発生した事故。前会計年度は３・２９件だった。発生件数は、９月２２日に沖縄本島東沖に墜落したＡＶ８ハリアー戦闘攻撃機を含め８件だった。
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　１７会計年度では１０月２８日現在、既に４件の事故が発生、重大事故が頻発している。国防費の大幅削減による訓練や機体整備不足が影響しているとみられる。
　１６会計年度の重大事故８件の損害総額は４億９０３０万ドル。飛行時間は計２４万１６２８時間、３万２２８・５時間に１件の割合で事故が発生している。航空機の内訳はＦＡ１８ホーネット戦闘攻撃機、垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイ、ＣＨ５３Ｅ大型ヘリ、ＡＶ８ハリアーとなっている。
　クラスＡの重大事故発生率は同センターが公表している０２年会計年度以降で、イラク戦争時の０４年度が最も高く５・００件、０４年度以降は減少傾向にあった。１６年度は３番目に高い。米海軍所属航空機の１６会計年度事故率は０・８１件で、海兵隊の約４分の１だった。
　米国防研究所（ＩＤＡ）でオスプレイの主任分析官を務めたレックス・リボロ氏は「海兵隊航空機は運用の特殊性から海軍より事故率が高い」と指摘。「回転翼機が海兵隊の主流であり、戦場環境にあることを考慮しても、この事故率は異常だ」と述べた。
　海兵隊トップのネラー海兵隊総司令官が３月の下院公聴会で「訓練するための航空機が不十分だ」と強調するなど幹部らは、国防費の大幅削減が機体の整備など運用面に深刻な影響を及ぼし、飛行訓練の不足を招いているとしている。
　今年１月に米ハワイ州オアフ島沖で発生したＣＨ５３Ｅヘリ２機による空中衝突墜落事故の調査報告書は、十分な訓練を行えないことなどによる操縦士の技量不足が招いた判断ミスが要因と結論付けた。
米軍属 女性殺害事件から半年 基地負担の軽減求める声
ＮＨＫ11月19日 14時25分
ことし５月、沖縄県で２０歳の女性が殺害されアメリカ軍の軍属の男が殺人などの罪で起訴された事件から、１９日で半年になります。女性が遺体で見つかった現場では午前中、女性の死を悼む人たちが訪れ、事件への怒りとともにアメリカ軍基地の撤去を求める声が聞かれました。
ことし５月、沖縄県うるま市の当時２０歳の女性が恩納村の雑木林で遺体で見つかり、アメリカ軍の軍属のケネフ・シンザト被告（３２）が殺人などの罪で起訴されました。
事件から１９日で半年になり、女性が遺体で見つかった現場にはこの間、多くの人が訪れて女性の死を悼み、１９日も午前中、線香をたいて手を合わせる人たちの姿が見られました。現場を訪れた６９歳の男性は「沖縄ではこれまでもアメリカ軍関係者による事件が起きていて、基地が無くならないかぎり事件が起き続ける。基地を撤去して平和な島にしてほしい」と話していました。
沖縄では、この事件以降もアメリカ軍関係者の逮捕者が２４人に上っていて、犯罪をどう減らしていくか大きな課題になっています。
また、事件のあと、日米地位協定の改定について、協定の対象となる軍属の範囲を見直す協議を日米両政府が進めていますが、繰り返される事件や事故のたびに、沖縄が求め続けてきた抜本的な改定には至っておらず、沖縄では基地負担の軽減を求める声が続いています。
普天間問題触れず　首相、トランプ氏と初会談

琉球新報2016年11月19日 07:30 
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　【ニューヨーク＝問山栄恵本紙特派員】安倍晋三首相は現地時間の１７日夕（日本時間１８日朝）、米ニューヨーク市内でドナルド・トランプ次期大統領と１時間半にわたり初めて会談した。会談後、首相は記者団に「同盟は信頼がなければ機能しない。トランプ氏は信頼できる指導者であると確信した」と述べた。両氏は大統領就任後に再協議することで一致した。トランプ氏が大統領選後に外国の首脳と会談するのは初めて。
　安倍首相は会談内容について「私の基本的な考え方や、さまざまな課題について話した」と述べたが、具体的内容は大統領就任前を理由に非公開とした。だが、アジア太平洋地域における日米同盟の重要性を確認するとともに、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）など自由貿易推進の意義も説明、理解を求めたとみられる。米軍普天間飛行場の名護市辺野古への移設や沖縄の基地負担軽減について、防衛省幹部は「初顔合わせであり、細かいところまでは言っていないと思う」との見方を示した。
　トランプ氏は会談後、自身のフェイスブックで「（安倍首相と）素晴らしい友人関係を始められたことは喜ばしい」と語った。
トランプ氏、沖縄基地に関心薄く　自衛隊に興味　安倍首相と初会談

沖縄タイムス2016年11月19日 10:13

　【平安名純代・米国特約記者】安倍晋三首相と次期米大統領ドナルド・トランプ氏の初会談が終わった。トランプ氏は選挙中に日本に動揺を走らせた在日米軍撤退発言などの強硬姿勢は見せず、日米同盟の重要性を理解してほしいと外国首脳で一番乗りで訪れた安倍氏の聞き役に回った。会談では安倍氏が北部訓練場の返還など沖縄の基地問題に言及する場面もあったが特別な反応はなかったという。

　安倍氏がトランプ・タワーを去った２時間後、ペンス次期米副大統領がロビーに姿を現した。会談に途中から同席したペンス氏は安倍氏との会談について、「大変有意義だった」と笑顔で答え、トランプ新政権と安倍政権が協力関係を構築できる可能性を前向きに示した。

　政権移行チームの責任者でもあるペンス氏は、次期政権の重要閣僚の人選や政策方針の決定などで実質上の采配を振るう。トランプ氏が大きな信頼を置いている人物だ。

　トランプ氏側の関係者によると、トランプ氏はペンス氏と約３０分間にわたり、安倍氏との会談内容について協議したが、この中で沖縄に関する問題が指摘されることはなかった。

　安倍氏は会談で、日米両政府の北部訓練場の返還計画など在沖米軍基地に関して現状や今後の展開を説明して理解を求めたものの、トランプ氏とペンス氏は特別な関心を示さず、代わりに両氏が興味を示したのが、安倍氏が自衛隊の運用に関して自身の方針を説明した時だったという。

　アジア太平洋地域における米軍の重要性を強調しながら日本の責任としての自衛隊配備と米軍との共同訓練などを力説する安倍氏の姿に、トランプ氏は「目指す方向は同じようだ」と笑顔で答えたという。

　トランプ氏は、日米同盟の重要性を強調し、両国が信頼関係を構築して協力し合うことが双方の国益につながるとの安倍氏の主張に耳を傾け、ペンス氏も「信頼できそうな人物だ」と好感を示していたという。

　米軍撤退の可能性を指摘したトランプ氏が強硬姿勢を改めるかどうかは今回の会談では判明しなかったが、安倍氏を歓迎して受け入れたことから、今後は両者の間に信頼関係が築かれ、在沖米軍基地の増強や先島の自衛隊配備を巡り協力する可能性も出てきた。

「土人」発言巡り「議論したい」　鶴保沖縄担当相、翁長知事と会談調整

沖縄タイムス2016年11月19日 06:09

　【東京】鶴保庸介沖縄担当相は１８日の閣議後会見で、大阪府警の機動隊員による「土人」発言を「差別と断定できない」との自らの認識に対し、翁長雄志知事が「大変遺憾で残念だ」などと述べたことについて、「全く誤解の部分もあると思う。話す機会があれば、いろいろ議論したいと思う」と述べた。翁長知事が予算要望で近く上京する予定で、会談日程を調整中だとした。



鶴保庸介沖縄担当相

　また、鶴保氏が１７日夜の自民党国会議員のパーティーで、「こういうところで変なことを言うと、言葉尻を捉えられる。今日は何も言わない」と述べたことに関し、沖縄側の一連の反発も言葉尻を捉えられたとの認識かとの問いには、「そうではない」と答えた。その上で「一般論として国会議員のパーティーでのさまざまな発言が、そういう状況を呼んでいる部分があると、私自身も経験したので、そう話した」と説明した。

報道と表現の自由どう守る？ 沖縄からの問い　琉球大学・星野英一教授

沖縄タイムス2016年11月19日 16:15

　沖縄への在日米軍の過剰な集中は事件・事故など人間の安全保障を毀損（きそん）し、環境破壊、土地の強奪など、何十年にもわたり、数え切れないほどの人権侵害を引き起こしてきた。今後も長期にわたり日本の安全保障政策の重荷を沖縄に背負わせていくという政府の方針に対し、県民はさまざまな方法で「ノー」の声を上げ、一連の選挙によって明確に意思を表明してきた。



星野英一琉球大教授

　にもかかわらず、日本政府は辺野古と高江における米軍基地の建設計画を、「金」と「力」で強引に進めている。その強引さの中で、いま沖縄において「表現の自由」「報道の自由」が奪われようとしている。

　政府は県外から多数の機動隊を投入し、抗議活動をしている市民を一時的に拘束したり、強制排除したり、と抑圧的な手段を使い続けている。５月には、沖縄防衛局と契約を結んでいる警備会社が抗議する市民を特定するためのリストを作成していたことが明らかになった。

　ジャーナリストもまた「力」で押さえつけられ、「報道の自由」が侵害されている。８月、高江で抗議行動を取材していた沖縄タイムスと琉球新報の記者を機動隊員が拘束した。

　沖縄の報道に対する「偏向報道」などのいわれなき非難が与党政治家からも聞こえてくる。「沖縄２紙をつぶさないといけない」「マスコミをこらしめるには広告料収入をなくせばいい」などの発言は記憶に新しい。

　こうした状況に留意し、沖縄国際人権法研究会は、沖縄タイムス社とともに、沖縄から「報道の自由」「表現の自由」について考えるシンポジウムを、開催する。

　研究会は日本の民主主義が機能せず、人権が保障されていない現状を国際人権法の切り口から発信しようと、今年３月に発足した。定例会で国際人権法を学び、その成果として例えば９月には、他のＮＧＯとともに国連人権理事会に対し声明を発表し、米軍基地の存在や日本政府による人権侵害の現状を訴えた。

　今回のシンポジウムでは、講演者に本土や海外メディアの視点を提供していただき、沖縄における報道の自由、表現の自由をどう守るか、沖縄の声をどう届けるか、皆さんとともに考えていきたい。（国際関係論、沖縄国際人権法研究会共同代表）

■11月21日（月）那覇市・タイムスホールでシンポ

　シンポジウム「沖縄から問う報道と表現の自由」は２１日午後６時半から、那覇市久茂地のタイムスホールで。毎日新聞特別編集委員の岸井成格氏が基調講演し、米紙ワシントン・ポスト東京支局長のアンナ・ファイフィールド氏、ジャーナリストの安田浩一氏、沖縄タイムスの石川達也編集局長を交えて討議する。資料代５００円、学生は無料。問い合わせは沖縄タイムス社編集局、電話０９８（８６０）３５６１。

政府、馬毛島買収へ　米軍機訓練を移転、オスプレイも検討
南日本新聞2016 11/19 06:30


滑走路用に整地されたタストン・エアポートの所有地＝７月１８日、西之表市馬毛島
　政府は、米軍空母艦載機による陸上空母離着陸訓練（ＦＣＬＰ）の移転候補地となっている無人島の馬毛島（西之表市）について、大半を所有するタストン・エアポート（東京）から買収する方向で調整に入った。政府関係者が１８日、明らかにした。沖縄の基地負担軽減策として、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）に配備中の新型輸送機オスプレイの訓練移転先としての活用も検討している。
　双方の代理人が１７日、売買に向けて合意書を締結。防衛省は１８日、馬毛島の土地に関する鑑定評価業務の一般競争入札を公告した。開札は１２月２０日。来年３月末までに結果を得て、実際の買収額を確定させたい意向だ。数十億円に上るとの見方が出ている。
トランプ派がイスラム教徒登録論＝「日本人で前例」発言に批判


米国の日系人俳優ジョージ・タケイ氏＝３月１５日、ロサンゼルス（ＡＦＰ＝時事）
　【ロサンゼルス時事】トランプ次期米大統領の有力支持者が、米国による第２次大戦中の日系人強制収容を引き合いに、テロ対策としてイスラム系移民の登録制度の必要性を主張し、批判が高まっている。
　米海軍特殊部隊の元兵士で、トランプ氏の政治資金団体幹部のカール・ヒグビー氏は１６日、ＦＯＸニュースの番組で、イスラム系移民の登録制度は法的にも導入可能だと指摘。「第２次大戦中に日本人に対しても行った。前例がある」と語った。
　この発言には、米国のイスラム教徒だけでなく、日系人らも反発。映画「スタートレック」で知られる日系人俳優ジョージ・タケイ氏は、１８日付の米紙ワシントン・ポストに寄稿し、「仲間を人種や宗教で分断することで、社会に安全がもたらされたことは過去にない」と批判した。タケイ氏は幼少期に強制収容された。
　日系のマーク・タカノ下院議員（民主党）は声明を出し、「（ヒグビー氏の）発言は、多くの米国人がトランプ政権に持つ最大の不安を裏付けている」と指摘。トランプ氏に対し、ヒグビー氏の発言を非難するよう求めた。　（時事通信2016/11/19-15:18）
米国 　トランプ氏支持者、日系人収容の前例を引き合いに
毎日新聞2016年11月19日 23時02分(最終更新 11月20日 00時00分)
　【ロサンゼルス長野宏美】米国のドナルド・トランプ次期大統領の政権移行チームがテロ対策として検討中とされるイスラム系移民の登録制度について、有力支持者が米テレビで支持を表明する際、第二次大戦中の日系人強制収容を「前例」として引き合いに出した。これに対し、ロサンゼルスの全米日系人博物館は１８日、強制収容は「恥ずべき歴史だ」と指摘し強く抗議する声明を発表した。 
　トランプ氏の政治資金団体幹部だったカール・ヒグビー氏は１６日、保守系ＦＯＸテレビの番組で、イスラム系移民の登録制度を支持。人種や宗教に基づいた特定集団に対する差別的扱いに関して「第二次大戦中の日本人にもそうした」「前例がある」と述べた。 
　同博物館は強制収容を「我が国の歴史で最も恥ずべきこと」と非難。「集団への恐怖をあおり公民権を否定するため、公人が日系人の悲惨な歴史に頼ることに黙っていない」と抗議した。 
　大戦中に強制収容された日系人は１２万人以上に達し、１９８８年にはレーガン政権が公式に謝罪した。 
　人気ＳＦ映画「スタートレック」で知られる日系人俳優ジョージ・タケイ氏（７９）も１８日、ワシントン・ポスト紙に寄稿し「安全のためだとして、人種や宗教による差別を正当化できない」と抗議した。タケイ氏は５歳の時に家族と収容所に入れられた経験がある。 
ＣＯＰ２２ 　パリ協定ルール、工程表採択へ大詰め
毎日新聞2016年11月18日 23時28分(最終更新 11月18日 23時28分)
　【マラケシュ（モロッコ）久野華代】マラケシュで開かれている国連気候変動枠組み条約第２２回締約国会議（ＣＯＰ２２）は最終日の１８日、地球温暖化対策の新しい枠組み「パリ協定」のルール作りを２０１８年までに終えることを盛り込んだ工程表の採択を目指して最終調整が続いた。 
　交渉関係者によると、温暖化の影響が大きい島しょ国を中心に、１７年にもルール作りの経過を検証する会議を開き、項目ごとに採択すべきだとの意見が根強い。１８年まで協議して一括で採択するとする先進国などの案との間で協議が行われた。 
　また、温暖化による被害を防止するための途上国向けの資金について、先進国は２０年までに官民合わせて年１０００億ドル（約１１兆円）の支援を可能にするとの報告書をまとめたが、途上国は拠出額の算定方法などを疑問視し、双方の意見が対立した。 
　閉幕に先立ち、「（パリ協定は）あらゆる立場の人が支持するもので、政府だけの力で後退させることはできない」とする「マラケシュ行動宣言」も採択された。名指しこそしないものの、温暖化対策に後ろ向きな次期米大統領のトランプ氏をけん制する内容だ。
柏崎市長に桜井氏初当選＝原発再稼働、条件付き容認－新潟
　任期満了に伴う新潟県柏崎市長選は２０日投開票され、無所属新人で元市議の桜井雅浩氏（５４）が、無所属新人で元市職員の竹内英子氏（４７）＝共産、社民推薦＝を破り、初当選を果たした。柏崎市と同県刈羽村に立地する東京電力柏崎刈羽原発の再稼働の是非が最大の争点となったが、条件付きで容認する桜井氏が勝利した。投票率は６４・０６％。
　刈羽村でも再稼働に積極的な品田宏夫村長が、１５日に無投票で５選。ただ、１０月に初当選した同県の米山隆一知事は慎重な姿勢を示しており、県と市村の「ねじれ」が続く形だ。
　同原発は６、７号機が原子力規制委員会の安全審査中で、来年には結論が出るとみられるが、再稼働には地元自治体の同意が事実上の要件となる。
　桜井氏は引退する現職の会田洋市長に加え、自民、民進両党の国会議員や県議らが支援。「市民の意見を聞き、安全が担保されれば再稼働を否定しない」と訴え、支持を集めた。竹内氏は「市民の命と生活を脅かす原発の再稼働は認めない」と主張したが、及ばなかった。
　米山知事は動きを見せず、静観した。　（時事通信2016/11/20-22:38）
自民 二階幹事長 年金制度改革法案の今国会成立に全力
ＮＨＫ11月20日 15時55分
[image: image79.jpg]



自民党の二階幹事長は、佐賀市で記者団に対し、年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案について、「成立させるべく、全力を尽くすことが大事だ」と述べ、今の国会で成立させる考えを重ねて示しました。
この中で二階幹事長は、年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案の衆議院の審議で、民進党などが「拙速な採決は認められない」としていることに関連して、「野党の言われることは野党の言われることだが、われわれは当初から、国民の理解を得て成立させるべく努力してきた」と述べました。
そのうえで、二階氏は「法案を成立させるべく全力を尽くすことが大事であり、われわれとしては、その一言（いちごん）に尽きる」と述べ、年金制度改革関連法案を今の国会で成立させる考えを重ねて示しました。
また、二階氏は、参議院で審議が行われている、ＴＰＰ協定の国会承認を求める議案と関連法案について、「安倍総理大臣が先頭に立って国民の理解を得られるよう努力しているので、成立に向けて、あと一歩、あと一息、頑張らなければならない」と述べました。
年金制度改革法案 自民が理解促進で説明資料作成
ＮＨＫ11月20日 13時16分
自民党は、年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案について、「直ちに支給額が減るのではないか」という懸念が広がるのを防ぎたいとして、「世代間の公平を確保するためのものだ」などと法案の内容を説明する資料を作成しました。
将来世代の年金水準の確保を目的に、賃金が下がれば年金支給額も引き下げることなどを盛り込んだ年金制度改革関連法案について、自民・公明両党が、今の国会での成立を目指しているのに対し、民進党は「年金カット法案だ」などと批判を強めています。
これを踏まえて、自民党は「直ちに年金の支給額が減るのではないか」という懸念が広がるのを防ぎたいとして、法案の内容を説明する資料を作成しました。
資料は、法案を「将来年金確保法案」と位置づけ、「年金の支え手である現役世代の賃金が低下した場合、これに合わせて支給額を改定することで、世代間の公平を確保し、将来の年金水準を確保するものだ」としています。
そして、「年金支給額の改定ルールの見直しは平成３３年度からで、低年金・低所得の人への配慮として、平成３１年１０月から、新たに最大で年６万円の給付措置をスタートする」などとしています。
自民党は、この資料を党所属のすべての国会議員に配っていて、有権者への説明を通じ、法案に対する理解を得たい考えです。
しんぶん赤旗2016年11月21日(月)

自民が年金カット法案Ｑ＆Ａ　際限ない削減浮き彫り　若い世代も徹底的に抑制

　今国会の焦点になっている「年金カット法案」（国民年金法等改定案）について自民党は、「年金改革法案に関するＱ＆Ａ」を作成しました。高まる反対世論に「年金カット法案という批判がありますが？　いいえ、ちがいます」などと言い訳に躍起になっていますが、その内容をみてみると―。　　　（深山直人）

　「カット法案」は、物価が上がっても賃金が下がれば賃金に合わせて引き下げるなど年金改定ルールを見直す内容です。

　Ｑ＆Ａでは、「万一への備えであり、物価と賃金が上がっている状況では、年金は下がりません」と言い訳しています。

　しかし、アベノミクスで物価は上がっても賃金は逆に下がっています。今年度は、物価指標がプラス０・８％に対し、賃金指標がマイナス０・２％となったため、年金改定は行われませんでした。

　ところが、年金カット法案が通れば、今年度のような場合、賃金に合わせて引き下げられることになります。

　年金を抑制する仕組み「マクロ経済スライド」も改悪し、実施できなかった抑制分を持ち越し、物価が上がった時、まとめて実施できるようになります。

　物価と賃金がどう変わろうが、際限ない削減ができる悪魔の仕組みにほかなりません。

若い世代を直撃

　Ｑ＆Ａでは、「年金カット法案」を「将来年金確保法案」と呼び、「世代間の公平を確保し、若い世代の年金水準を確保します」と売り込んでいます。

　しかし、「マクロ経済スライド」によって、若い世代ほど受け取る年金水準は下がる仕組みになっています。政府は「現役世代の手取り収入の５０％を確保する」としていましたが、それは年金を受け取る最初だけで、あとは長生きするほど目減りし、４０％程度まで落ち込みます。

　その上、年金カット法案によって、受給世代だけでなく、若い世代も、徹底的に抑制された貧しい年金しか受け取れなくなってしまいます。「年金水準の確保」とは、貧しい年金水準を確保するということにすぎません。

増税と引き換え

　Ｑ＆Ａでは、「低年金・低所得者への配慮」として、「１９年１０月から、新たな福祉的給付（最大年６万円）をスタートします」と売り込んでいます。

　しかし、「福祉的給付」はまだ実施も決まっていないうえに、年金生活者の生活を直撃する消費税１０％と引き換えです。６万円の満額を受け取れる人も一部です。

　低年金・低所得者への「配慮」を打ち出さざるをえないこと自身が、年金カット法案が重大な影響を及ぼすかを物語るものです。

　いくらごまかしても際限のない年金削減を強いる年金カット法案の害悪は隠せません。

マイナンバーカード 図書館の貸し出しにも利用へ
ＮＨＫ11月19日 13時15分
総務省は、マイナンバーカードの利便性を高めようと、今後、さまざまな公共施設の利用カードなどとしても利用できるようにする計画で、来年夏からは、図書館の貸し出しカードとして使うための実証実験を始めることにしています。
マイナンバーカードは、ことし１月から希望者に交付が始まっていて、社会保障や税などの行政手続きや本人確認の際の公的な証明書として活用されています。
総務省は、マイナンバーカードの利便性を高め、普及をさらに進めようと、今後、自治体の図書館やスポーツ施設といった公共施設の利用カードや、公立病院の診察券などとしても利用できるようにする計画で、現在、システムの開発を進めています。そして、来年夏からは、マイナンバーカードを、図書館の貸し出しカードとして使うための実証実験を、全国の自治体に呼びかけて始めることにしています。
総務省は、将来的には、マイナンバーカードを、民間企業が発行するポイントカードや社員証などとしても幅広く活用できるようにしたい考えで、今後の実証実験などを通じて、課題を探ることにしています。
半数近くが「慎重に」　生前退位の法整備　「皇室」世論調査

東京新聞2016年11月20日 朝刊

 　本社加盟の日本世論調査会が五、六両日に実施した「皇室」に関する全国面接世論調査で、政府が有識者会議を設置し、天皇の生前退位の法整備を検討していることについて「早急に結論を出した方がよい」との回答が５０％を占めた一方で、「慎重に検討した方がよい」も半数近い４７％となり、賛否が分かれた。

　政府が今回の議論の対象にしていない「女性・女系天皇」や「女性宮家」についても、今の有識者会議で「議論した方がよい」との回答は８２％に上った。女性・女系天皇の容認派は８５％で、反対はわずか１０％だった。

　八月のビデオメッセージの中で、天皇陛下が「人々の思いに寄り添うことも大切なことと考えてきました」と述べられたことに関連し、被災地訪問など国民に寄り添う活動と天皇の地位との関係をどう思うか尋ねたところ、７８％が「活動を行うのが困難になれば退位した方がよい」と答え、生前退位の実現に強い思いを示した陛下の考え方に賛同した。「退位しなくてもよい」は１９％にとどまった。

　天皇の生前退位は「できるようにした方がよい」が８９％と圧倒的で、「現行制度のままでよい」は９％だった。生前退位の法整備を進める場合、７０％が「今後の全ての天皇を対象にした方がよい」と回答。皇室典範の改正が必要となる恒久的な制度の必要性を認めた。特別法での対応を目指すとされる安倍政権の考えに近い「今の天皇陛下に限った方がよい」の２６％を大きく上回った。

　天皇に対してどのような感じを持っているかについては「親しみを感じる」が４７％で最も多かったが、二〇一二年六月の調査の５７％からは減少した。一方、二番目に多かった「すてきだと思う」は１３％から２０％に増加。次いで「何とも感じない」は２０％から１７％に減り、「尊くて恐れ多い」は８％から１５％に倍増した。

　陛下の活動を例示し、どれが重要か二つ選んでもらったところ、「外国訪問や国賓の接待など国際親善」が５６％で最も多く、「被災地の見舞い」の４１％が続いた。

　新天皇が即位すれば皇太子がいなくなることに関連して、皇位継承順位一位になる秋篠宮さまについて聞いたところ「皇太子にした方がよい」「皇太子同等の皇族にした方がよい」「いまのままでよい」が、ほぼ同数だった。

　【注】小数点一位を四捨五入した。

論説　憲法審査会　「ありき」で走らぬよう

岩手日報2016.11.20

　衆参両院の憲法審査会で、実質的な議論が再開された。衆院は約１年５カ月ぶり、参院は９カ月ぶりだ。

　今夏参院選を経て、憲法改正に前向きな勢力は衆参両院で、改憲の発議に必要な３分の２以上の議席を占めるに至った。数が物を言う永田町の論理に従えば「機は熟した」といったところだろうか。

　「自主憲法制定」を党是とする自民党、わけても「戦後レジームからの脱却」を目指し、第１次政権下の２００７年に改憲手続きを定める国民投票法を成立させた安倍晋三首相は、憲法審査会の実質的な生みの親だ。

　その高揚感は推して知るべし。自民党が先ごろ党総裁任期の延長を決めたのは、「１強」が揺るがない安倍首相の任期中に改憲を実現するためとする観測もある。

　憲法論議は「国のかたち」に直結する。折しも次期米大統領のトランプ氏は、選挙戦を通じ政治、経済、外交・防衛など多方面で対日政策の転換を示唆。あらためて日本の針路が問われる中で、くれぐれも「改憲ありき」で突っ走ることのないよう、あえてくぎを刺しておきたい。

　というのも、庶民の憲法観は国会の「熱気」とは一線を画す節があるからだ。

　今月３日の現行憲法公布７０年に当たり共同通信が実施した世論調査では、改憲の必要性が「ある」２０％、「どちらかといえばある」３８％で過半数が改憲派。「どちらかといえば必要ない」２５％、「必要ない」は１５％だった。

　一方、安倍首相の下での改憲には「反対」が５５％で「賛成」を１３ポイントも上回る。衆参で改憲勢力が３分の２を超える状況を「よい」とするのが４６％、「よくない」は５１％。選挙結果は、決して改憲機運にストレートに反映されているわけではない。

　７１％までが、改憲は参院選の争点だったと思わないと答えてもいる。安倍首相は、自らの手になる改憲に過半数が反対する調査結果を重く受け止めなければなるまい。

　第１次政権での国民投票法成立、第２次政権下の特定秘密保護法や安全保障関連法など、世論を割る課題には「強行」の二文字がついて回る。世論の大勢は、改憲論議に意義を認めつつ、最後は数で押し切るパターンに懸念を深めているのではないか。

　安保関連法を議論する過程では、自民党推薦を含む憲法学者全員が同法案を「違憲」と指摘した経緯がある。安倍首相は国民の理解不足を認めつつ、成立後に「引き続き理解促進に努める」とした。

　本気で野党との合意形成を志向するなら、その説明責任を放置するべきではない。国民は政権が思う以上に、政権の気質を見抜いている。

社説　［憲法審査会再開］改憲を急ぐ理由がない

沖縄タイムス2016年11月20日 10:00

　衆参両院の憲法審査会が相次いで実質審議を再開した。

　憲法審査会は憲法改正原案が提出された場合、これを審査し、採決する場となる。過半数が原案に賛成すれば可決され、本会議に提出される。

　現在、衆参両院ともいわゆる「改憲勢力」が改正発議に必要な３分の２を超えており、憲法改正が現実味を帯びてきたのは確かだ。

　約１年５カ月ぶりに再開された衆院憲法審査会で明らかになったのは、「改憲勢力」の中でも憲法観や改憲項目などについて相当の温度差があることだ。

　公明党は、憲法の理念を維持しつつ、必要があれば新たな条項を付け加えるという「加憲」の立場に立つ。同党の北側一雄氏は、現行憲法を連合国軍総司令部（ＧＨＱ）による「押しつけ」だとみる考え方に対し、「賛同できない。主張自体がもはや意味がない」と言い切った。

　改憲を党是とする自民党の中には今も「押しつけ論」が根強く残っている。そのような考えと明確に一線を画したわけだ。野党を含めると隔たりはもっと大きくなる。

　なぜ、各党の考えがこれほどバラバラなのか。それは、早急に改正しなければならないと各党が共通に感じる理由がないからである。

　戦後憲法の平和主義によって敗戦国日本は国際社会から受け入れられ、国内的には「個」を大事にする社会を曲がりなりにも実現した。現行憲法が国民の間に定着していることは、改憲に熱心な自民党も認めている。改憲を急ぐ理由が見当たらない。

■　　　　■

　安倍晋三首相は、歴代の総理の中でもとりわけ改憲に熱心で、「任期中に実現したい」という意向を明らかにしてきた。だが、その進め方は策略的な印象が強い。

　当初は、改正手続きを定めた９６条の改正を主張した。裏口入学だと各方面から批判を浴びるとこれを引っ込め、緊急事態条項を前面に掲げるようになった。

　さらに最近では、参院選の「合区」を憲法改正によって解消するという考えが急浮上している。

　ほんとうは何を変えたいのか。本音を隠しているのか、とにかく変えたいのか。

　民進党は「安保法を放置しての改憲論議は絶対許されない」（白真勲氏）と述べ、安保法制の議論を優先すべきだと主張する。

　「合区」についても「選挙制度はあくまで法律事項」と主張する公明党との隔たりは大きい。

　本土と沖縄では、憲法を語る前提が決定的に異なる。憲法制定時、米軍政下にあった沖縄は、選挙権が停止され、現行憲法を制定する議会に住民代表を送ることができなかった。沖縄代表不在の国会で成立した憲法は、１９７２年の復帰まで沖縄には適用されなかった。

　復帰によって沖縄にも憲法が適用されたが、憲法や地方自治法は安保・地位協定・日米合同委員会合意によってがんじがらめにされている。本土と沖縄では憲法状況に大きな違いがある。差別的状況を解消することが先決だ。

社説　あすへのとびら　25年目のＰＫＯ　国際貢献を問い直す時
信濃毎日新聞11月20日
　自衛隊の海外派遣に道を開いた国連平和維持活動（ＰＫＯ）協力法は、１９９２年６月に成立した。国論は二分、根強い反対を押し切ってのことだ。カンボジアへの初の派遣はその年の９月だった。
　四半世紀近くを経て派遣が常態化する中、改めて重大な局面を迎えている。安全保障関連法に基づき、政府が「駆け付け警護」の任務追加を決めた。稲田朋美防衛相は、別の新任務「宿営地の共同防衛」とともに付与する命令を出している。
　新たな任務を担う部隊がきょう以降、南スーダンへ順次、出発する。来月中旬から、必要に応じて実行することになる。
　離れた場所で武装集団に襲撃された国連職員らの救出に向かうといった任務である。武器使用基準が緩和され、可能になった。
　現地の治安情勢は流動的だ。隊員が戦闘に巻き込まれる可能性がある。海外での武器使用が一段と現実味を増す。平和国家にふさわしいのか、日本の国際貢献はどうあるべきか、再考したい。
　　　＜変わる活動内容＞
　ＰＫＯ法が制定されたきっかけは、９１年の湾岸戦争だ。
　日本は巨額の財政支援をし、憲法９条の制約から自衛隊は派遣しなかった。当時の政権や外務省は国際社会から高い評価を得られなかったとして、自衛隊を利用した人的国際貢献の仕組みづくりを推し進めた。
　法整備では、自衛隊の活動が９条の禁じる武力行使とならないよう参加５原則を盛り込んだ。
　（１）紛争の当事者間の停戦合意（２）紛争当事者による日本の参加同意（３）中立的立場の厳守（４）以上のいずれかが満たされなくなった場合の即時撤退（５）武器使用は要員の生命保護など必要最小限度とする―の５項目だ。
　政府の憲法解釈では、「国や国に準ずる組織」を相手に自衛隊が武器を使った場合、武力行使になる恐れがある。そのため、駆け付け警護は認めてこなかった。
　カンボジア以降、中東のゴラン高原や東ティモールなどへの派遣が続いてきた。この間、隊員が引き金を引くことはなかった。果たしてこれからも同じでいられるのか、懸念は強い。
　現在、日本が参加する唯一のＰＫＯである南スーダンには２０１２年１月から部隊が派遣されている。内戦を経て前年にスーダンから分離独立した国家の安定や開発支援を目的に始まった活動だ。日本は道路整備などに貢献するため陸自の施設部隊を送った。
　状況が一変したのは、１３年１２月である。政府軍と反政府勢力との間で内戦状態になった。数万人が死亡し、２７０万人以上が家を追われている。ＰＫＯの最重要任務は市民保護に変更された。
　陸自部隊も想定した役割を果たせていない。現在、活動場所は国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の施設内に限られている。
　それでも政府は５原則が維持されているとの立場だ。新任務付与に当たってまとめた見解では「ＰＫＯ法上の武力紛争が発生したとは考えていない」とした。反政府勢力には系統立った組織性などがなく、紛争当事者に当たらないと説明している。
　この見解がまかり通るなら、５原則はないも同然になる。国連の事務総長特別顧問は、民族間の憎悪の広がりを指摘し、ジェノサイド（民族大虐殺）に発展する恐れがあるとの懸念も示した。政府が撤退を検討しないのは、安保法の実績づくりを急ぐためだろう。
　南スーダンに限らず、ＰＫＯは変質している。かつては停戦監視が中心だったのに対し、市民の保護など任務が広がった。武力の行使もいとわない。国連などで紛争処理を担った東京外国語大教授の伊勢崎賢治さんは「ＰＫＯの好戦化」と表現している。
　　　＜日本の強み生かし＞
　中立的な立場では済まない現実がある。平和憲法を持つ国として国際紛争への関わり方を問い直す時だ。武器使用ではなく、非軍事の人的貢献を強めたい。
　安保法に反対するため設立された「ＮＧＯ非戦ネット」は、駆け付け警護の閣議決定の前日、声明を出した。新任務付与の見合わせと、武力によらない平和貢献を求めるものだ。
　日本の優位性は非軍事分野での支援に対する住民の信頼や、対立する諸勢力に比較的中立だと認識されていることにあるとし、強みを生かすよう主張する。なすべきこととして、和平に向けた対話の働き掛けや国民和解への支援、避難民らへの人道支援を挙げる。
　他国軍と一線を画す自衛隊の活動は日本への評価につながってきたはずだ。非軍事の貢献が信頼や親近感を高め、それが新たな貢献にもつながる―。そんな好循環を目指すべきである。 

社説　米軍属事件半年　小手先の策では防げない

琉球新報2016年11月20日 06:02 
　「なぜ殺されなければならなかったのか」。娘を失った父の悲痛な訴えは、そのまま基地被害を受け続ける沖縄社会に、繰り返される事件を防げない日米両政府に投げ掛けられた重い問いだ。
　恩納村の雑木林で若い女性が無残な姿で見つかった米軍属女性暴行殺人事件で、元米海兵隊員の軍属ケネス・フランクリン・シンザト（旧姓ガドソン）被告が逮捕されてから半年が過ぎた。
　半年で何かが変わったのだろうか。
　事件は沖縄の人々に大きな衝撃と怒りを与え、そして自責の念を生んだ。若い女性の命を守れなかったつらさと、１９９５年の少女乱暴事件以降も繰り返される米軍関係者による事件を防げなかったことへの悔いだ。
　６月１９日の県民大会には主催者発表で約６万５千人が集まり、海兵隊の撤退や、米軍関係者に特権的地位を与える日米地位協定の抜本的改定を要求した。
　沖縄の怒りに対し、日米両政府は火消しに躍起となり、安倍晋三首相は三重県でのオバマ大統領との会談で再発防止を求めた。
　しかし日米両政府が示す再発防止や綱紀粛正の策は小手先だった。
　在沖米軍は哀悼期間の約１カ月間、夜間外出や基地外飲酒を禁止した。しかし期間中にも米軍人が飲酒運転で国道５８号を逆走するなどの事件が起き、哀悼期間後は米軍関係者による傷害事件などが発生している。
　地位協定も軍属の範囲を狭めるだけの議論に終始し、しかもいまだ「補足協定」も締結されていない。
　政府が設置した「沖縄・地域安全パトロール隊」も６５台態勢と、予定する１００台に届かない。しかも米軍関係者による事件事故が多い深夜には実施されず、効果は疑問視されている。警官１００人増員も間に合わず、来年以降、県外からの応援で対応する。
　狭い沖縄に４万７千人以上の米軍人、軍属、その家族が住む。集中する米軍基地は沖縄本島の約１８％を占める。住民と軍隊があまりに近い沖縄で、「綱紀粛正」を何度繰り返しても事件は起きる。
　被害女性の父は手記で、事件を「沖縄に米軍基地があるがゆえに起こる」とし、「一日も早い基地の撤去を」と願った。遺族の重い問いに日米両政府は応えるべきだ。
東奥日報2016年11月19日(土)

論説　懸案解消に全力挙げよ／首相とトランプ氏初会談

　安倍晋三首相が、次期米大統領のトランプ氏とニューヨークで初会談を行った。選挙戦直後という異例の早さでの会談で、日米同盟や環太平洋連携協定（TPP）の意義を強調したとみられる。

　トランプ氏が大統領選後、外国首脳と会談するのは初めて。大統領就任後に再協議することで両氏は一致した。

　トランプ氏は選挙戦で、駐留経費の負担を巡って在日米軍撤退の可能性に言及したり、TPP脱退を掲げていた。今回は非公式会談であり、懸案についての踏み込んだ話し合いは大統領就任後に先送りされた形となった。

　だが、両氏が信頼関係を築く上で有効な機会となったことは間違いない。今回の会談を踏まえ、「トランプ政権」との関係構築と両国間の懸案の解消に全力を挙げるべきだろう。

　会談について、安倍首相は「私は私の考え方、基本的な考え方については話をさせていただいた。さまざまな課題について話をした」と説明した。

　大統領に就任していない段階というだけでなく、外交・安全保障政策の引き継ぎなど政権移行作業が本格化する前だったことから、トランプ氏側から公式な見解表明はなかった可能性が高い。

　会談にはトランプ氏の娘イバンカ氏と夫のジャレッド・クシュナー氏、フリン元国防情報局長が同席した。

　クシュナー氏はトランプ氏の信頼が厚く、閣僚選考にも関与し、ホワイトハウス入りするとの見方が強まっている。また、フリン氏は国家安全保障問題担当の大統領補佐官就任の可能性が取り沙汰されている。

　両氏はトランプ氏に最も近い側近であり、安倍首相の意向がトランプ氏側に共有されることが期待される。

　差別的な発言も含め「暴言王」と称されたトランプ氏にも修正が見られ、柔軟化の兆しと受け止められているが、日本との同盟を最重視し、TPPを推し進めてきたこれまでの米国のアジア太平洋戦略が修正される可能性は残る。

　その結果、中国の軍事的台頭や北朝鮮の核開発に対する抑止力に悪影響が出るのは防がなければならない。

　政権移行チームは近くオバマ政権との間で、外交・安全保障など3分野で引き継ぎを開始する。早期の関係構築に向けた包括的な働き掛けが必要だ。

時評　安倍・トランプ会談　同盟の揺らぎ解消を急げ
デーリー東北11月20日
　ニューヨークで行われた安倍晋三首相とトランプ次期米大統領の会談は、初顔合わせにしてはまずまずの滑り出しだったようだ。
　会談後、首相は「ともに信頼関係を築く確信を持てる会談だった」「同盟は信頼がなければ機能しない。トランプ氏は信頼できる指導者であると確信した」などと述べ、来年１月発足のトランプ政権と良好な日米関係を維持するための「個人的信頼関係」構築に自信を示した。
　ただ、大統領就任前の非公式会談だったため、首相は具体的な会談内容を明かさなかった。
　トランプ氏が大統領選中に発言した「環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの脱退」や「米軍撤収を絡めた在日米軍駐留経費（思いやり予算）の日本側負担増」などを巡り、首相が日本の立場をどう主張し、トランプ氏がどう応答したのかも不明のままだ。
　首相は「私の基本的な考え方については話をさせていただいた」としているが、踏み込んだ議論はできなかった可能性もある。
　トランプ氏の登場で、オバマ大統領の同盟国重視、ＴＰＰ推進を柱とするアジア太平洋戦略は転換を余儀なくされ、中国や北朝鮮に対する抑止力が弱まる懸念は強い。日米同盟を基軸とする日本の外交・安全保障政策への影響も不可避だろう。
　トランプ氏の発言がもたらした日米同盟関係の動揺が今回の会談で収束したと言い切れない。日本側は引き続きＴＰＰや日米同盟が米側の国益にも沿うことを説明して理解を得、揺らぎの解消を急ぐ必要がある。
　選挙後にトランプ氏と直接会談した海外首脳は安倍氏が初。日本の首相が就任前の次期大統領と会うのは異例だ。それだけ安倍氏はトランプ氏の対日政策、特に日米同盟への考え方に強い危機感を抱いたといえる。
　在日米軍駐留コストを巡るトランプ氏の発言の背景には「米国は日本を守るが、日本は米国が攻撃されても守ってくれず、貢献していない」との事実誤認がある。
　日米安保条約は米国が日本を防衛する代わりに、日本が米国へ基地提供する「非対称性」が特徴だ。だからこそ米軍は日本を拠点に、冷戦時代を含めてアジア太平洋から中東まで活動できてきたのではないか。
　また日本の駐留経費負担は米国の同盟国の中でも突出して多いことは周知の事実だ。
　トランプ氏の発言には誤った認識が散見される。厄介ではあるが、大統領就任前に誤解はたださなければならない。
社説　安倍トランプ会談　懸案解決へ関係強化を
秋田魁新報2016年11月19日 掲載 
　安倍晋三首相が、トランプ次期米大統領とニューヨークで約１時間半にわたり会談した。型破りの言動で物議を醸してきたトランプ氏が大統領選の勝利後に外国の首脳と会談するのは初めてとあって、内外から注目を集めた。
　会談後、安倍首相は「共に信頼関係を築く確信を持てる会談だった」と述べ、今後も幅広い分野で深く話し合っていくことで一致したという。トランプ氏も「素晴らしい友好関係を始めることができてうれしい」とフェイスブックで表明しており、話し合いの土台はできたと言っていいだろう。
　しかし、米新政権の陣容が固まっていないことや時間的な制約があったことから、安全保障問題など懸案については踏み込んだ話ができなかったようだ。米国との関係がさらに強固になるのか、それとも見直しを迫られるのかは見通せない。安倍首相の外交手腕が試されるのはこれからだろう。
　日本の首相が次期米大統領と就任前に会談すること自体異例だが、選挙直後というのは極めて異例と言える。オバマ氏が２００９年１月に大統領に就任した際、麻生太郎首相（当時）が会談したのは就任から１カ月余りたってからだった。
　トランプ氏は政治経験がない上、過激な発言を重ねてきた。安倍首相が会談を急いだ背景には、トランプ氏に対してはこれまで築いてきた日米間のパイプが通用しないという焦りと危機感があったのは間違いない。
　選挙期間中、トランプ氏は同盟国に対する米国の防衛負担が過大だとして日本に財政負担の増額を要求し、それに応じない場合は駐留米軍の撤収もいとわない考えを示唆。経済面では保護主義的な政策への転換を主張し、日米が主導してきた環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの脱退を表明するなど対日政策では厳しい姿勢を示してきた。
　このため安倍首相がトランプ氏との個人的な信頼関係の構築が先決だとして早々に米国に乗り込んだのは、日本の対米政策を印象付ける上でそれなりに有効だったとみることはできる。会談は非公式であるとして具体的な内容は公表されていないが、安倍首相はアジア太平洋地域での強固な日米同盟の重要性や自由貿易推進の意義などを強調したようだ。
　ただし、在日米軍の駐留経費問題やＴＰＰへの対応など日米間の懸案は新政権発足後に先送りされており、課題解決に向けた外交交渉はこれからが本番である。日米関係が揺らげば中国の海洋進出や北朝鮮の核開発に対する抑止力が弱まって東アジアの不安定さが増し、世界経済にも大きな影響を及ぼすことが危惧される。
　日本政府は新政権の発足を見据えて「トランプシフト」の外交戦略を早急に整え、信頼関係の構築や懸案解決に全力を挙げなければならない。
論説　安倍トランプ会談　言うべきを言う関係に

岩手日報2016.11.19
　表向きの「信頼関係」は確認できたのだろう。だが９０分の会談では、両者の隔たりを埋めるには短すぎる。

　安倍晋三首相が訪問先のニューヨークでトランプ次期米大統領と会談した。内容は明らかにされていないが、首相は「胸襟を開いて率直な話ができた」と語った。

　大統領当選に祝意を表し、友好的な雰囲気で会談が進んだことは推し量れる。裏を返せば再会談を約束したことで、深い話は「また今度」としたことがうかがわれる。

　日本の首相が大統領選直後に訪米し、会談するのは異例だ。大統領選でのトランプ氏の言動に対する安倍政権の強い危機感を示すと言える。

　安倍政権の基本戦略はアジア太平洋地域に米国の存在感を高め、強大化する中国に対抗することだ。日米同盟の強化、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）発効の両軸で進める。

　オバマ大統領は「アジア重視」戦略を打ち出し、日本側の期待に応えてきた。しかしトランプ氏の日米同盟を揺るがすような発言やＴＰＰ脱退などの政策は、それを根本から覆しかねない。

　トランプ氏の主張には多くの誤解がある。日本が米軍駐留に巨額の負担を続け、日本の自動車産業が米国の雇用に大きく貢献していることなどを説明し、理解を得る努力は当然必要だろう。

　会談で首相はＴＰＰの意義を訴えたとみられる。だがトランプ氏が反自由貿易を唱えて白人労働者層の支持をつかんだ以上、協定離脱の旗を降ろす可能性は低い。

　ＴＰＰ参加国のメキシコなどは米国抜きで発効を目指す案も出しているが、協定を米国中心の安全保障と位置付ける安倍政権は乗れまい。

　公約通りトランプ氏が協定を脱退すれば、日米２国間の自由貿易交渉に移る可能性がある。ビジネスマンのトランプ氏は米国の利益を強く求めることが予想される。

　参院ＴＰＰ特別委が北海道で１７日開いた公聴会では、日本の協定承認を出発点に「２国間でさらなる譲歩圧力がかかる」と識者が指摘した。これらの声を踏まえ、今国会での承認は慎重にすべきだ。

　日本にとって米国は同盟国で、最大の輸出相手国でもある。その大切さはいまさら言うまでもない。

　かといって「強固な同盟構築」を理由に国内政策を強引に行うのは困る。憲法を極限まで解釈して軍事面の一体化を進めたり、ＴＰＰ承認を強行する政権の姿勢に多くの国民は疑念を抱いている。

　「トランプ氏は信頼できる指導者と確信した」と安倍首相は語った。だが互いに相手国の実情に配慮し、言うべきを言う雰囲気をつくってこそ、真の「信頼」関係だろう。

社説　対米関係　今後を慎重に見定めよ
信濃毎日新聞11月19日
　安倍晋三首相と米国の次期大統領のトランプ氏がニューヨークで初めて会談した。
　大統領選の最中、日本に対して厳しい発言を繰り返していたトランプ氏である。首相としては一刻も早く会って、真意を確認したかったのだろうか。
　首相は会談後、記者団に「ともに信頼関係を築く確信を持てる会談だった」と語った。
　来年１月に発足するトランプ政権の政策や陣容はまだはっきりしない段階である。首相の言葉を額面通りに受け止めることはできない。日米関係が今後どうなるか。予断を持つことなく、新政権と向き合う必要がある。
　会談はトランプ氏の自宅で行われた。大統領就任前であることなどから詳細な内容は非公開とされた。４５分間の予定だった会談時間は倍になったという。日米間のさまざまな課題について意見を交わしたとみられる。
　トランプ氏は選挙戦で在日米軍の駐留経費負担増を日本に要求したり、経済分野では環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの脱退を訴えたりした。「世界の警察官にはなれない」とも述べている。
　安倍政権は安保条約を柱とする日米の同盟関係を外交の基軸としている。トランプ氏の大統領選勝利には戸惑いを隠せなかったようだ。米国の力を背景に、北朝鮮や中国の動きを抑える戦略に狂いが生じると考えたのだろう。
　こうした不安が、トランプ氏と会うことを急がせたとみられる。会談では互いに友好をアピールした。ただ、駐留経費問題やＴＰＰなどの懸案に関し、どこまで踏み込んだかは分からない。
　今回の会談については、一定の成果があったと評価する声が出ている。市場も反応し、ドル買いの安心感を生んだ。
　一方、他国に先駆けたトランプ詣でとの印象も与えた。今後、米新政権から足元を見られるのではないか、との批判が出た。
　例えば、集団的自衛権の行使を認めた安全保障法制を整えたことを理由に、自衛隊の役割拡大を求めてくることが考えられる。
　トランプ氏は以前、日本や韓国の核武装を容認するような発言をした。最近、「言っていない」と軌道修正を図る動きを見せた。大統領に就任すれば現実路線に転じるとの見方も出ている。
　楽観論に傾くのは危うい。今後の対米外交では、政権の中枢だけでなく、与党共和党や野党民主党など、きめ細かく対話の回路を整備しなくてはならない。 

論説　首相・トランプ氏会談　日本は主体性発揮すべき

福井新聞2016年11月19日午前7時30分

安倍晋三首相はトランプ次期米大統領と会談。「二人は胸襟を開いて率直な話ができた。ともに信頼関係を築く確信を持てる会談だった」と自賛した。外交の成否はまず友好関係を築けるかである。その点では一定の成果を得たのではないか。トランプ氏当選後、外国首脳との会談は初めて。首相は世界に友好を演出、発信し国民にリーダーシップを強く印象付けることにも成功したと言える。
　今回は非公式会談だ。懸案の解消には至らず、先送りの感は拭えない。本格外交の入り口に立ったばかりであり、今後はトランプ政権の政策が固まるに従い困難にも直面するだろう。
　会談は約１時間半に及んだ。首相は会談後「基本的な考え方を話した。さまざまな課題について話した」と説明。あいさつ程度では収まらず、日米同盟と自由貿易について重要性を伝えたとみられる。
　トランプ氏は選挙戦で日本に対し厳しい発言を繰り返した。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）脱退を表明。在日米軍駐留経費（思いやり予算）の負担増も掲げた。
　現状や協定内容を熟知せず、内向きな「米国第一主義」をアピールする材料に利用したことは容易に推測できる。その選挙戦から１０日も経ず踏み込んだ政策論を交わせるはずはない。
　安倍政権にとって日米同盟は日本外交の基軸、ＴＰＰはアジア太平洋地域の新たな自由貿易のルール作りに不可欠である。初会談は新政権の政策に日本重視の姿勢が加味されるよう「先制攻撃」を仕掛ける狙いがあった。これが安倍戦略だったのではないか。
　米大統領選は、選挙期間中の言動はあくまで勝つための演出。としても、あれだけ物議を醸す排外主義、保護主義を叫び続けたトランプ氏である。日本政府も手探り状態で臨まざるを得なかった面はある。
　その意味でトランプ氏は現時点で最もくみしやすい相手を選んだとも考えられる。安倍政権がこれまでの米従属姿勢一辺倒では、トランプ氏の思うつぼだ。
　政権移行チームを巡って「内紛」が指摘されているが、会談にはトランプ氏の娘イバンカ氏と夫のジャレッド・クシュナー氏、フリン元国防情報局長が同席した。両氏はトランプ氏に最も近い側近であり、フリン氏は国家安全保障問題担当の大統領補佐官就任の可能性もある。安倍首相の意向がトランプ氏側に共有されることが期待される。
　会談を機に、固まりつつある国務長官や国防長官など新政権との包括的な関係を構築し、両国の懸案解消に全力を挙げたい。
　米国にとっては中国を軸に拡大するアジア経済圏を無視できず、オバマ政権の「アジア回帰戦略」の継続なくして未来は語れない。対中戦略は日米共通の課題であるはずだ。
　新政権では政策の軌道修正を図っていく様子もうかがえる。わが国も経済、外交・安全保障などあらゆる面で戦略を練り直し、主体性を発揮していくチャンスにする必要がある。

社説　トランプ氏会談　対日方針冷静に把握を
京都新聞　2016年11月19日掲載

　安倍晋三首相とドナルド・トランプ次期米大統領がニューヨークで会談した。
　会談は非公式で、詳細な内容は明らかでない。安倍首相は「ともに信頼関係を築く確信を持てる会談だった」「２人の都合のいい時に再び会い、さらにより広い範囲について、より深く話し合うことで一致した」と述べた。
　これまで政治経験がなく日本とのパイプも太くないトランプ氏である。互いを知る重要な一歩となったことは確かだろう。
　大統領選からわずか１０日、就任は２カ月先という段階で、首脳が直接訪れて会談するのは異例だ。２人が友好ムードを演出したことで、米国と同盟関係にある各国のトランプ氏への警戒感がひとまず和らぐとの期待もある。
　とはいえ、今後のトランプ氏の外交・安全保障政策を楽観できる具体的な材料が示されたわけではない。日本政府関係者の一部には、トランプ氏がこれまでの過激な発言を修正して現実路線に転じるのではないかとの見方があるが、予断を持つべきではない。
　政府は、政権移行チームや共和党の有力議員らと緊密な関係を築き、新政権の対日方針を冷静に把握する必要がある。
　選挙中、トランプ氏は日本を幾度もやり玉に挙げた。後に主張のトーンを弱めた部分もあるものの、１９８０年代の日本たたきのような「日本は米国から職を奪っている」「為替操作で安く製品を輸出している」「安全保障を米国にただ乗り」といった発言は支持者の間で共有され、拡散している。古い認識や誤解に基づく対日観を修正するため、新政権に対してどのような説明や働きかけが適切か、考えねばなるまい。
　「米国第一主義」を掲げ、自由貿易協定からの離脱や、在日米軍駐留経費の負担増、米軍撤退の可能性にまで言及する指導者の登場で、日米関係はこれまでにない試練に直面しつつある。
　中国が海洋進出を強め、北朝鮮が核開発を進める中、アジア太平洋地域の安定と経済発展に日米が果たす役割は増している。そのことを再確認するとともに、同盟にひずみや綻びが生じているなら、互いの十分な話し合いの中から解決策を見いだすべきだろう。
　米国がこれ以上内向きになり、大国としての役割を後退させることがあってはなるまい。日本は他の同盟国と連携して、国際社会にとって共通の利益を訴えていかねばならない。

社説　安倍トランプ会談　関係構築のスタートにすぎない
愛媛新聞2016年11月19日（土）
印　安倍晋三首相がトランプ次期米大統領とニューヨークで会談した。首相は「胸襟を開いて率直な話ができた。ともに信頼関係を築く確信を持てる会談だった」と友好を強調した。
　深い結びつきのある日米間の信頼醸成が重要なことは言うまでもない。首相は大統領選直後の早期訪米実現を成果としてアピールするが、あくまでスタートラインに立ったにすぎないと肝に銘じるべきだ。まずは山積する外交課題の認識を共有し、解決に向けたよりよい関係の構築を、地に足を着けて進めていかなければならない。
　トランプ氏は選挙中、日本に厳しい発言を繰り返してきた。日本が自動車などの輸出によって、米国から雇用を奪っているとし、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）脱退を主張。在日米軍駐留経費（思いやり予算）に関しては、基地の従業員給与や訓練移転費など経費全体の７５％に当たる年間２千億円近く支払っているにもかかわらず「安全保障で米国にただ乗りしている」として負担増を求めた。首相が世界に先駆けて会談へ乗り出したのは、経済活動や、中国や北朝鮮に対する安保政策を巡って関係悪化を恐れる危機感の強さの表れとも言えよう。
　こうした不透明な状況に国民も強い不安を抱いているということを忘れてはならない。首相は今回、トランプ氏が大統領就任前で非公式会談であることを理由に、内容の公表を避けた。「基本的な考え方やさまざまな課題について話をした」とするのみで、トランプ氏の選挙中の発言の真意や、その後変化があったかどうかなど全く伝えていない。外交上の配慮については否定しないが、首相という立場で会談した以上、２国間の関係や暮らしへの影響についての国民の懸念の払拭に努めてもらいたい。
　これまでの安倍政権は、沖縄の基地問題や安保政策に関して米国との関係を優先し、国民の声に耳を傾けない姿勢が目立っている。責任ある大国同士、もの言える関係への転換点にするよう望む。
　普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）移設問題をはじめ、沖縄の基地負担軽減は長年の懸案であり、一刻も早く解決すべき問題だ。在日米軍の撤退にも言及しているトランプ氏との間で、再編議論につなぎたい。
　トランプ氏は日本の核武装を容認する考えも見せていたが、背景には米国内の核兵器が老朽化し、刷新に膨大な費用がかかるという事情がある。自国の核戦力縮小も議論しているという米国を、唯一の戦争被爆国の日本が「核なき世界」へ導く好機ではないか。
　選挙戦で地球温暖化対策の新しい枠組み「パリ協定」からの脱退方針を示したことに対しても、脱炭素社会に向かう世界の流れを後退させないよう促す必要がある。世界をリードすべき大国として、育て合える真の同盟国を目指したい。
社説　安倍トランプ会談  真剣勝負はこれから
徳島新聞11月19日
　安倍晋三首相がトランプ次期米大統領とニューヨークで会談した。トランプ氏が大統領選で勝った後、外国の首脳と会談するのは初めてだ。
　突っ込んだ話し合いはしなかったようだが、会談後、首相は「２人で胸襟を開いて率直な話ができた。ともに信頼関係を築く確信を持てる会談だった」と述べた。
　トランプ氏もフェイスブックで「素晴らしい友好関係を始めることができてうれしい」と表明した。
　両氏が信頼関係を築いていくために、一定の意義はある会談だったと言えよう。
　会談はトランプ氏の住居があるマンハッタンのトランプタワーで行われた。日本側は通訳を除いて首相だけで、トランプ氏側は娘のイバンカ氏らが同席した。
　首相は、トランプ氏が大統領に就任する前という理由から、会談内容を明らかにしなかったが、「私は基本的な考え方や、さまざまな課題について話した」と述べた。
　重要課題の一つは、トランプ氏が選挙戦を通じて脱退を主張してきた環太平洋連携協定（ＴＰＰ）を巡る対応である。首相は、自由貿易による経済成長が日米両国の利益につながるとの考えを伝えたとみられる。
　日米同盟について首相は、アジア太平洋地域への米国の関与が、日米の国益にかなうと訴えたようだ。
　首相は「さらにより広い範囲について、より深く話し合うことで一致した」と述べ、再会談を申し合わせたことも明らかにした。
　今後は、トランプ氏が選挙戦で繰り返してきた在日米軍駐留経費の負担増などが焦点になろう。
　首相は、現在の日本の負担額は適正で、日米とも駐留米軍が果たす役割によって利益を得ているとの立場だ。今後の協議で、トランプ氏の理解を得る努力が求められる。
　会談が予定より３０分長い約１時間半に及んだことで、関係者からは、２人の波長が合ったとの見方も示された。
　トランプ氏の事実上の”外交デビュー“は、世界のメディアの注目を集めた。その状況で、トランプ氏の家族も参加した少人数の会談を行ったことは、世界に日米の距離の近さをアピールする効果もあっただろう。
　会談は、首相からの打診にトランプ氏が応じたことで実現したものだ。日本の首相が訪米して、就任前の次期米大統領と会談するのは異例であり、安倍首相の関係構築への意欲がうかがわれる。
　今回は、２人が顔を合わせて、首相が改めてトランプ氏の勝利に祝意を示すというセレモニー的な側面もある。
　これまで、型破りな発言を繰り返してきたトランプ氏が大統領に就任した後、重要課題を巡る”真剣勝負“で、どんな要求を持ち出すかは分からない。
　日本は新政権の陣容を見据えながら、パイプ作りに力を注ぐ必要がある。
産經新聞／2016/11/21 6:00

主張　参院の選挙制度／民主主義の根幹を論じよ

　「一票の格差」が最大３・０８倍だった７月の参院選をめぐり、全国の高裁に出されていた１６件の訴訟の判決は、「合憲」６件と「違憲状態」１０件に分かれた。
　さきの選挙は初めて「合区」を導入するなど、一定の格差是正が図られた上で行われた。
　最高裁は来年にも統一判断を示すという。評価が分かれたことをもって、弥縫（びほう）策の繰り返しが容認されたとはいえない。早期に具体的な是正策をまとめる努力を怠ってはならない。
　最高裁は平成２２、２５年の参院選について、いずれも「違憲状態」と判断した。さらに、格差の原因となっているとして都道府県単位の区割りを見直すよう求めた。
　「徳島・高知」「鳥取・島根」の合区を作ったのは、これを受けたものだ。都道府県を軸とした選挙区の構造を維持しつつ、格差批判に応えるため、あえていびつな選挙制度の姿を取り入れた。
　だが、人口減少や都市部への集中が進む中、さらに合区が生まれることも予想される。地域性などとかけ離れた合区が登場すれば、人口比率以外に選挙制度の趣旨を示す論拠はますます乏しくなるのではないか。
　自民党は合区解消のため、参院議員を都道府県代表と位置付ける憲法改正論を唱えている。
　合区による地方の議席減少は「地方の軽視だ」といった反発に基づくものだが、それだけでは説得力は足りない。
　参院を都道府県代表の府とするには、衆参両院の役割も含めた総合的な検討が要る。その作業は脇に置き、すでに合区となった地域にわびるポーズをとる程度のことなら無用である。
　もとより、二院制のあり方の検討は憲法改正の重要なテーマとなり得る。両院関係を考えずに衆参がそれぞれ検討を行っても、責任のある結論は出ない。安倍晋三首相が呼びかけ、政党間の協議を始めるべきだ。
　投票価値の平等が要請されるのは、主権者である国民の意思を政治に反映させる権利が損なわれてはならないからだ。
　権利の反映の仕方を、憲法や法律の上でどう位置付けるかが問われているのである。
　民主主義の根幹となる選挙制度が抱える問題の解決を、後回しにしてよいのか。ことさら立憲主義を唱える勢力に聞いてみたい。[image: image80]
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